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(57)【要約】
【課題】色再現性が良く、発光効率の高い有機エレクト
ロルミネッセンスパネルを提供する。
【解決手段】本発明に係る有機エレクトロルミネッセン
スパネル１００は、素子基板１、素子基板１上に形成さ
れた陽極２、陽極２上に形成され、且つ、発光層３３を
含む有機化合物層３、及び有機化合物層３上に形成され
た陰極４を有する有機エレクトロルミネッセンス素子本
体部７と、有機エレクトロルミネッセンス素子本体部７
の光取り出し面１０ａ側に設けられた光取り出しシート
９と、有機エレクトロルミネッセンス素子本体部７と光
取り出しシート９の間隙に充填された透明媒体７と、を
備え、透明媒体７が、量子ドット発光材料８を含んでい
ることを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　素子基板、前記素子基板上に形成された陽極、前記陽極上に形成され、且つ、発光層を
含む有機化合物層、及び前記有機化合物層上に形成された陰極を有する有機エレクトロル
ミネッセンス素子本体部と、
　前記有機エレクトロルミネッセンス素子本体部の光取り出し面側に設けられた光取り出
しシートと、
　前記有機エレクトロルミネッセンス素子本体部と前記光取り出しシートの間隙に充填さ
れた透明媒体と、を備え、
　前記透明媒体が、量子ドット発光材料を含んでいる
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンスパネル。
【請求項２】
　請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルにおいて、
　前記発光層から放出される１種類以上の波長光のうち、長波長側の少なくとも１種類以
上の波長光を前記量子ドット発光材料が波長変換することを特徴とする有機エレクトロル
ミネッセンスパネル。
【請求項３】
　請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルにおいて、
　前記量子ドット発光材料が、Ｓｉ、Ｇｅ、ＧａＮ、ＧａＰ、ＩｎＮ、ＩｎＰ、Ｇａ2Ｏ3

、Ｇａ2Ｓ3、Ｉｎ2Ｏ3、Ｉｎ2Ｓ3、ＺｎＯ、ＺｎＳ、ＣｄＯ、ＣｄＳ又はこれらの混合物
で構成されたものであることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンスパネル。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ディスプレイ、照明器具等に適用可能な有機エレクトロルミネッセンスパネ
ルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　発光型の電子ディスプレイデバイスとして、エレクトロルミネッセンスディスプレイ（
ＥＬＤ）がある。ＥＬＤの構成要素としては、無機エレクトロルミネッセンス素子（以下
、無機ＥＬ素子ともいう）や有機エレクトルミネッセンス素子（以下、有機ＥＬ素子とも
いう）が挙げられる。無機ＥＬ素子及び有機ＥＬ素子は、光取り出しシートと組み合わさ
れ、それぞれ無機ＥＬパネル及び有機ＥＬパネルを形成する。無機ＥＬパネルは平面型光
源として使用されているが、発光素子を駆動させるためには交流の高電圧が必要である。
【０００３】
　これに対し、有機ＥＬパネルを構成する有機ＥＬ素子は、発光する化合物を含有する発
光層を陰極と陽極で挟んだ構成を有している。有機ＥＬ素子は、陰極から電子を注入し、
陽極から正孔を注入して、発光層で再結合させることにより励起子（エキシトン）を生成
させ、このエキシトンが失活する際の光の放出（蛍光・燐光）を利用して発光する。有機
ＥＬ素子は、数Ｖ～数十Ｖ程度の電圧で発光が可能であり、さらに自己発光型であるため
に視野角に富み、視認性が高く、薄膜型の完全固体素子であるために省スペース化でき、
携帯性などの観点から注目されている。
【０００４】
　また、有機ＥＬパネルは、従来実用に供されてきた主要な光源、例えば発光ダイオード
や冷陰極管と異なり、面光源であることも大きな特徴である。この特性を有効に活用でき
る用途として、照明用光源、さまざまなディスプレイのバックライトがある。特に近年、
有機ＥＬ素子は、需要の増加が著しい液晶フルカラーディスプレイのバックライトとして
好適に用いられている。
【０００５】
　有機ＥＬパネルを液晶フルカラーディスプレイのバックライトとして用いる場合には、
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白色光源として用いることになる。有機ＥＬ素子を備えた有機ＥＬパネルで白色光を得る
には、補色の関係にある２色の発光材料を用いて白色を得る手法（例えば、特許文献１）
や、青・緑・赤の３色の発光材料を用いて白色を得る手法がある。これらの手法のうち、
色再現性を良くするといった観点、及びカラーフィルターでの光損失をより少なくすると
いった観点から、後者の青・緑・赤の３色の発光材料を用いる手法が好ましいとされてい
る。
【０００６】
　後者の手法に関して、例えば、特許文献２には、発光層が固体状態の蛍光ピーク波長が
３８０ｎｍ以上４８０ｎｍ未満である有機化合物を含有する第一発光層と、固体状態の蛍
光ピーク波長が４８０ｎｍ以上５８０ｎｍ未満である有機化合物を含有する第二発光層と
が透明電極又は陽極側から順次積層された積層構造からなり、かつ溶液状態での蛍光ピー
ク波長が５８０ｎｍ以上６５０ｎｍ以下である有機化合物を、有機化合物層の少なくとも
一層に、その層を形成する有機化合物に対して０．１～１０モル％の割合で含有させた白
色有機ＥＬ素子が記載されている。つまり、特許文献２には、効率の高い青・緑・赤の３
色の蛍光体を発光材料としてドープすることにより、白色の有機ＥＬパネルを得ることが
できると記載されている。
【０００７】
　また、白色の有機ＥＬパネルをフルカラーディスプレイのバックライトとして用いる場
合、省エネルギーという観点から、より高い発光効率が望まれている。しかしながら、発
光層から出射された光が外部に放射される際に、屈折率の異なる隣接層界面に入射する角
度によっては全反射を起こし、装置内部を導波することがある。この現象が生じると、出
射された光は外部に放射されないことになる。即ち、発光層から出射された光は、部材間
の屈折率の差による全反射等により減衰し、効率よく外部へ放射されないこととなる。そ
のため、有機ＥＬ素子の光取り出し面側に光学シートを貼り付け、効率よく光を取り出す
ということが一般的に行われている。
【０００８】
　このような光学シートに関する発明が、例えば特許文献３に記載されている。特許文献
３には、有機ＥＬ発光装置の光出射面側に配置して用いられるものであって、バインダー
樹脂、前記バインダー樹脂と屈折率の異なる微粒子、及び、前記微粒子より平均粒子径の
大きい樹脂粒子を含む散乱層を含む有機ＥＬ用散乱フィルム（光学シート）が記載されて
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平７－４１７５９号公報
【特許文献２】特開平６－２０７１７０号公報
【特許文献３】国際公開第２０１１／１５２２７５号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、特許文献１に記載の手法には、補色の関係にある２色の発光材料の配合
量の制御が難しく、色度が変動してしまい、色再現性が良くないという問題があった。色
再現性が良くないと、製品規格を外れるものが多くなったり、製品規格を満足するように
調節する作業が困難となったりするため、歩留まり（生産性）が低下していた。また、特
許文献１に記載の手法には、カラーフィルターによる光損失が大きいため、発光効率が悪
いという問題があった。
【００１１】
　そして、特許文献２に記載の発明には、前記した３色の蛍光体の発光材料のドープ量が
ごく僅かであるため、ドープ量の制御が難しく、有機ＥＬ素子の作製バッチごとに色度が
変動してしまい、色再現性が良くないという問題があった。そのため、特許文献２に記載
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の発明は、特許文献１と同様の理由により、生産性が低下していた。
【００１２】
　また、特許文献３に記載の発明は、発光輝度を向上させることはできるものの、作製バ
ッチ間の色度変動を十分に補うことはできなかった。つまり、特許文献３に記載の発明は
、色再現性を十分に良くすることまではできず、生産性の低下を改善することができなか
った。
【００１３】
　本発明は前記問題に鑑みてなされたものであり、色再現性が良く、発光効率の高い有機
エレクトロルミネッセンスパネルを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明の課題は以下の手段によって達成される。
〔１〕素子基板、前記素子基板上に形成された陽極、前記陽極上に形成され、且つ、発光
層を含む有機化合物層、及び前記有機化合物層上に形成された陰極を有する有機エレクト
ロルミネッセンス素子本体部と、前記有機エレクトロルミネッセンス素子本体部の光取り
出し面側に設けられた光取り出しシートと、前記有機エレクトロルミネッセンス素子本体
部と前記光取り出しシートの間隙に充填された透明媒体と、を備え、前記透明媒体が、量
子ドット発光材料を含んでいることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンスパネル。
〔２〕前記〔１〕に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルにおいて、前記発光層か
ら放出される１種類以上の波長光のうち、長波長側の少なくとも１種類以上の波長光を前
記量子ドット発光材料が波長変換することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンスパ
ネル。
〔３〕前記〔１〕に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルにおいて、前記量子ドッ
ト発光材料が、Ｓｉ、Ｇｅ、ＧａＮ、ＧａＰ、ＩｎＮ、ＩｎＰ、Ｇａ2Ｏ3、Ｇａ2Ｓ3、Ｉ
ｎ2Ｏ3、Ｉｎ2Ｓ3、ＺｎＯ、ＺｎＳ、ＣｄＯ、ＣｄＳ又はこれらの混合物で構成されたも
のであることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンスパネル。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、色再現性が良く、発光効率の高い有機エレクトロルミネッセンスパネ
ルを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の一実施形態に係る有機ＥＬパネルの構成の一例を示す概略断面図である
。
【図２】本発明の他の実施形態に係る有機ＥＬパネルの構成の一例を示す概略断面図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明を実施するための形態（実施形態）について詳細に説明する。
【００１８】
［有機ＥＬパネルの全体構成］
　図１に示すとおり、本発明の一実施形態に係る有機ＥＬパネル１００は、有機ＥＬ素子
本体部１０と、光取り出しシート９と、有機ＥＬ素子本体部１０と光取り出しシート９の
間隙に充填された透明媒体７と、を備えている。そして、本実施形態に係る有機ＥＬパネ
ル１００は、透明媒体７が、量子ドット発光材料８を含んだ構成となっている。
　以下、本実施形態に係る有機ＥＬパネル１００の各構成について説明する。
【００１９】
（有機ＥＬ素子本体部）
　有機ＥＬ素子本体部１０は、素子基板（支持基板ともいう）１と、素子基板１上に形成
された陽極２と、陽極２上に形成され、且つ、発光層３３を含む有機化合物層３と、有機
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化合物層３上に形成された陰極４と、を有している。素子基板１上の陽極２、有機化合物
層３、陰極４は、封止接着剤５を介して封止部材６によって封止されているのが好ましい
。
【００２０】
　図１に示すように、本実施形態に係る有機ＥＬパネル１００は、光取り出しシート９を
有機ＥＬ素子本体部１０の光取り出し面１０ａ側に設けている。より具体的には、本実施
形態に係る有機ＥＬパネル１００は、光取り出し面１０ａを素子基板１側としているので
、透明媒体７を用いて、光取り出しシート９を素子基板１側に粘着させている。
【００２１】
（素子基板）
　有機ＥＬパネル１００に用いることのできる素子基板１としては、ガラス、プラスチッ
ク等の種類には特に限定はなく、また透明であっても不透明であってもよい。素子基板１
側から光を取り出す場合には、素子基板１は透明であることが好ましい。好ましく用いら
れる透明な素子基板１としては、ガラス、石英、透明樹脂フィルムを挙げることができる
。リジッドな基板よりもフレキシブルな基板において、高温保存安定性や色度変動を抑制
する効果が大きく現れるため、特に好ましい素子基板１は、有機ＥＬ素子本体部１０にフ
レキシブル性を与えることが可能な可撓性を備えた樹脂フィルムである。
【００２２】
　樹脂フィルムの表面には、無機物、有機物の被膜又はその両者のハイブリッド被膜が形
成されていてもよく、ＪＩＳ Ｋ ７１２９－１９９２に準拠した方法で測定された、水蒸
気透過度（２５±０．５℃、相対湿度（９０±２）％ＲＨ）が０．０１ｇ／（ｍ2・２４
ｈ）以下のバリア性フィルムであることが好ましく、さらには、ＪＩＳ Ｋ ７１２６－１
９８７に準拠した方法で測定した酸素透過度が、１０-3ｃｍ3／（ｍ2・２４ｈ・ａｔｍ）
以下、水蒸気透過度が１０-3ｇ／（ｍ2・２４ｈ）以下の高バリア性フィルムであること
が好ましく、前記の水蒸気透過度が１０-5ｇ／（ｍ2・２４ｈ）以下であることがさらに
好ましい。
【００２３】
　バリア膜を形成する材料としては、水分や酸素等の有機ＥＬ素子本体部１０の劣化を招
く因子の浸入を抑制する機能を有する材料であればよく、例えば、酸化珪素、二酸化珪素
、窒化珪素等を用いることができる。さらに該膜の脆弱性を改良するために、これら無機
層と有機材料からなる層の積層構造を持たせることがより好ましい。無機層と有機機能層
の積層順については特に制限はないが、両者を交互に複数回積層させることが好ましい。
【００２４】
　バリア膜の形成方法については、特に限定はなく、例えば、真空蒸着法、スパッタリン
グ法、反応性スパッタリング法、分子線エピタキシー法、クラスターイオンビーム法、イ
オンプレーティング法、プラズマ重合法、大気圧プラズマ重合法、プラズマＣＶＤ法、レ
ーザーＣＶＤ法、熱ＣＶＤ法、コーティング法等を用いることができる。
【００２５】
（陽極）
　有機ＥＬパネル１００を構成する陽極２としては、仕事関数の大きい（例えば、４ｅＶ
以上）金属、合金、電気伝導性化合物及びこれらの混合物を電極物質とするものが好まし
く用いられる。このような電極物質の具体例としては、Ａｕ等の金属、ＣｕＩ、インジウ
ムチンオキシド（ＩＴＯ）、ＳｎＯ2、ＺｎＯ等の導電性透明材料が挙げられる。また、
ＩＤＩＸＯ（Ｉｎ2Ｏ3－ＺｎＯ）等非晶質で透明導電膜を作製可能な材料を用いてもよい
。陽極２は、これらの電極物質を蒸着やスパッタリング等の方法により薄膜を形成させ、
フォトリソグラフィー法で所望の形状パターンを形成してもよい。また、陽極２は、パタ
ーン精度を余り必要としない場合（１００μｍ以上程度）においては、上記電極物質の蒸
着やスパッタリング時に所望の形状のマスクを介してパターンを形成してもよい。陽極２
として、有機導電性化合物のように塗布可能な物質を用いる場合には、印刷方式、コーテ
ィング方式等の湿式成膜法を用いることもできる。この陽極２側から光を取り出す場合に
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は、透過率を１０％より大きくすることが望ましく、また、陽極２としてのシート抵抗は
数百Ω／□以下が好ましい。陽極２の膜厚は材料にもよるが、通常は、１０～１０００ｎ
ｍの範囲であり、好ましくは１０～２００ｎｍの範囲で選ばれる。
【００２６】
（有機化合物層）
　有機化合物層３は、有機機能層とも呼ばれている。有機化合物層３は、前記したように
、陽極２と陰極４との間に設けられたものであり、有機ＥＬ素子本体部１０を構成する各
層をいう。有機化合物層３には、図１に示すように、例えば、正孔注入層３１、正孔輸送
層３２、発光層３３、電子輸送層３４、電子注入層３５が含まれている。有機化合物層３
は、これらの層のほかに正孔ブロック層や電子ブロック層等を含んでいてもよい。これら
の層について、詳しくは後述する。
【００２７】
（陰極）
　有機ＥＬパネル１００を構成する陰極４としては、仕事関数の小さい（例えば、４ｅＶ
未満）金属（電子注入性金属と称する）、合金、電気伝導性化合物及びこれらの混合物を
電極物質とするものが用いられる。このような電極物質の具体例としては、ナトリウム、
ナトリウム－カリウム合金、マグネシウム、リチウム、マグネシウム／銅混合物、マグネ
シウム／銀混合物、マグネシウム／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合
物、アルミニウム／酸化アルミニウム（Ａｌ2Ｏ3）混合物、インジウム、リチウム／アル
ミニウム混合物、希土類金属等が挙げられる。これらの中で、電子注入性及び酸化等に対
する耐久性の点から、電子注入性金属とこれより仕事関数の値が大きく安定な金属である
第二金属との混合物、例えば、マグネシウム／銀混合物、マグネシウム／アルミニウム混
合物、マグネシウム／インジウム混合物、アルミニウム／酸化アルミニウム（Ａｌ2Ｏ3）
混合物、リチウム／アルミニウム混合物、アルミニウム等が好適である。陰極４はこれら
の電極物質を蒸着やスパッタリング等の方法により薄膜を形成させることにより、作製す
ることができる。また、陰極４としてのシート抵抗は数百Ω／□以下が好ましく、膜厚は
通常１０ｎｍ～５μｍ、好ましくは５０～２００ｎｍの範囲で選ばれる。なお、発光した
光を透過させるため、有機ＥＬ素子本体部１０の陽極２又は陰極４のいずれか一方が透明
又は半透明であれば発光輝度が向上し好都合である。
【００２８】
　また、陰極４に上記金属を１～２０ｎｍの膜厚で作製した後に、陽極２の説明で挙げた
導電性透明材料をその上に形成することで、透明又は半透明の陰極４を作製することがで
き、これを応用することで陽極２と陰極４の両方が透過性を有する有機ＥＬ素子本体部１
０を作製することができる。
【００２９】
（封止接着剤、封止部材）
　本発明の有機ＥＬ素子本体部１０に適用可能な封止手段としては、例えば、封止部材６
と素子基板１とを封止接着剤５で接着する方法を挙げることができる。
　封止部材６としては、有機ＥＬ素子本体部１０の表示領域を覆うように配置されていれ
ばよく、凹板状でも平板状でもよい。また透明性、電気絶縁性は特に問わない。
　本発明においては、有機ＥＬ素子本体部１０、延いては有機ＥＬパネル１００を薄型化
できるということからポリマーフィルム、金属フィルムを好ましく使用することができる
。さらには、ポリマーフィルムは、ＪＩＳ Ｋ ７１２６－１９８７に準拠した方法で測定
された酸素透過度が、１×１０-3ｃｍ3／（ｍ2・２４ｈ・ａｔｍ）以下、ＪＩＳ Ｋ ７１
２９－１９９２に準拠した方法で測定された水蒸気透過度（２５±０．５℃、相対湿度（
９０±２）％ＲＨ）が１×１０-3ｇ／（ｍ2・２４ｈ）以下のものであることが好ましい
。
【００３０】
　封止接着剤５としては、具体的には、アクリル酸系オリゴマー、メタクリル酸系オリゴ
マーの反応性ビニル基を有する光硬化及び熱硬化型接着剤、２－シアノアクリル酸エステ



(7) JP 2015-149230 A 2015.8.20

10

20

30

40

50

ル等の湿気硬化型等の接着剤を挙げることができる。また、エポキシ系等の熱及び化学硬
化型（二液混合）を挙げることができる。また、ホットメルト型のポリアミド、ポリエス
テル、ポリオレフィンを挙げることができる。また、カチオン硬化タイプの紫外線硬化型
エポキシ樹脂接着剤を挙げることができる。
【００３１】
（光取り出しシート）
　光取り出しシート９は、透過する光線を法線方向側へ集光させる集光機能を有するもの
であり、一般的にはいわゆるビーズタイプの光取り出しシート９が用いられる。光取り出
しシート９は、基材層９１と、この基材層９１の表面に積層される光学層９２とを備えて
いる。
　基材層９１は、光線を透過させる必要があるので透明、特に無色透明の合成樹脂から形
成されている。
　光学層９２は、バインダーと、このバインダー中に分散する透明なビーズとから構成さ
れている。このように分散したビーズが凸レンズとして機能し、当該光取り出しシート９
を裏面側から表面側に透過する光線を集光させることができる。また、ビーズによって光
学層の表面に凹凸を微細かつ均一に形成することで、光線をより良く集光させることがで
きる。
【００３２】
（透明媒体）
　有機ＥＬパネル１００は、素子基板１の一面側に素子基板１、陽極２、有機化合物層３
及び陰極４がこの順に積層され、素子基板１の他面側に光取り出しシート９が重ねて配設
されている。有機ＥＬパネル１００においては、素子基板１と光取り出しシート９との間
隙に透明媒体７が充填されている。
【００３３】
　この透明媒体７は、有機ＥＬ素子本体部１０から放射される光線を表面側に透過させる
必要から透明性を有し、且つ、空気よりも屈折率が大きいものである。このように、空気
よりも屈折率が大きい透明媒体７を素子基板１と光取り出しシート９との間隙に充填する
ことで、素子基板１の表面（透明媒体７との界面）での全反射臨界角を大きくすることが
できる。そのため、素子基板１の表面から出射する光線が増大し、エレクトロルミネセン
ス素子から放射された光線の利用効率を促進することができる。従って、透明媒体７とし
て屈折率が素子基板１の屈折率より大きいものを用いれば、素子基板１側から透明媒体７
との界面に入射する光線の全反射が防止でき、有機ＥＬ素子本体部１０から放射された光
線の利用効率を格段に高めることができる。
【００３４】
　透明媒体７としては、具体的には粘着剤又はシリコーンオイルが好ましい。粘着剤及び
シリコーンオイルは、一般的に屈折率が高く、素子基板１表面での上記全反射臨界角増大
作用を促進することができる。また、粘着剤及びシリコーンオイルは、粘性が比較的高い
ので素子基板１及び光取り出しシート９間に安定して存在させることができる。また、粘
着剤は、素子基板１と光取り出しシート９とを粘着させる効果があり、有機ＥＬパネル１
００の取扱性、強度、耐久性等を向上することができる。一方、シリコーンオイルは透明
性が高いため、光線透過率低下を低減することができる。
【００３５】
（量子ドット発光材料）
　透明媒体７には量子ドット発光材料８が分散されている。量子ドット発光材料８とは、
半導体材料の結晶で構成され、その粒子径が数ｎｍ～数十ｎｍ程度の微粒子であり、下記
に示す量子ドット効果が得られるものをいう。
【００３６】
　微粒子（量子ドット発光材料８）の粒子径は、具体的には１～２０ｎｍであり、好まし
くは１～１０ｎｍである。このような微粒子のエネルギー準位Ｅは、一般的に、プランク
定数を「ｈ」と、電子の有効質量を「ｍ」と、微粒子の半径を「Ｒ」としたとき、式（１
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）で表わされる。
　　　Ｅ∝ｈ2／ｍＲ2　　・・・　（１）
【００３７】
　式（１）で示されるように、微粒子のバンドギャップは、「Ｒ-2」に比例して大きくな
り、いわゆる、量子ドット効果を得ることができる。つまり、量子ドットの粒子径を制御
し、規定することによって、量子ドットのバンドギャップ値を制御することができる。言
い換えれば、微粒子の粒子径を制御し、規定することにより、通常の原子には無い多様性
を持たせることができる。例えば、量子ドットは、光によって励起させたり、量子ドット
を含む有機ＥＬ素子に対して電圧をかけて量子ドットに電子と正孔（ホール）を閉じ込め
、再結合させたりすることで電気エネルギーを所望の波長の光に変換（波長変換）して出
射させることができる。このような発光性の量子ドット材料を本発明では「量子ドット発
光材料」という。
【００３８】
　量子ドット発光材料８の粒子径を単一に揃えることは極めて困難であるので、波長変換
の制御は、量子ドット発光材料８の平均粒子径にて行うのが好ましい。
　量子ドット発光材料８の平均粒子径は、数ｎｍ～数十ｎｍ程度であるが、本発明のよう
に、有機ＥＬ素子本体部１０から放出された光を白色に変換する材料として用いる場合、
目的とする発光色に対応するサイズとするのが好ましい。
【００３９】
　例えば、赤発光を得たい場合は、量子ドット発光材料８の平均粒子径を３～２０ｎｍと
するのが好ましく、緑発光を得たい場合は、量子ドット発光材料８の平均粒子径を１．５
～１０ｎｍとするのが好ましく、青色発光を得たい場合は、量子ドット発光材料８の平均
粒子径を１～３ｎｍとするのが好ましい。
【００４０】
　量子ドット発光材料８の平均粒子径は、公知の方法により測定することができる。例え
ば、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）により量子ドット発光材料８の粒子を観察し、そこから
粒子径分布の数平均粒子径として求める方法や、動的光散乱法により量子ドット発光材料
８の粒子径分布を測定し、その数平均粒子径として求める方法、Ｘ線小角散乱法により得
られたスペクトルから量子ドット発光材料８の粒子径分布シミュレーション計算を用いて
粒子径分布を導出する方法などが挙げられる。
【００４１】
　量子ドットの添加量は、１００質量部の透明媒体７に対して０．０１～５０質量部であ
ることが好ましく、０．０５～２５質量部であることがより好ましく、０．１～２０質量
部であることが最も好ましい。量子ドットの添加量をこのようにすると、輝度効率を良く
したり、演出性の良い白色発光を得たりし易くなるため好ましい。
【００４２】
　量子ドットの構成材料としては、例えば、炭素、ケイ素、ゲルマニウム、錫等の周期表
第１４族元素の単体、リン（黒リン）等の周期表第１５族元素の単体、セレン、テルル等
の周期表第１６族元素の単体、炭化ケイ素（ＳｉＣ）等の複数の周期表第１４族元素から
なる化合物、酸化錫（ＩＶ）（ＳｎＯ2）、硫化錫（II，IV）（Ｓｎ（II）Ｓｎ（IV）Ｓ3

）、硫化錫（IV）（ＳｎＳ2）、硫化錫（II）（ＳｎＳ）、セレン化錫（II）（ＳｎＳｅ
）、テルル化錫（II）（ＳｎＴｅ）、硫化鉛（II）（ＰｂＳ）、セレン化鉛（II）（Ｐｂ
Ｓｅ）、テルル化鉛（II）（ＰｂＴｅ）等の周期表第１４族元素と周期表第１６族元素と
の化合物、窒化ホウ素（ＢＮ）、リン化ホウ素（ＢＰ）、砒化ホウ素（ＢＡｓ）、窒化ア
ルミニウム（ＡｌＮ）、リン化アルミニウム（ＡｌＰ）、砒化アルミニウム（ＡｌＡｓ）
、アンチモン化アルミニウム（ＡｌＳｂ）、窒化ガリウム（ＧａＮ）、リン化ガリウム（
ＧａＰ）、砒化ガリウム（ＧａＡｓ）、アンチモン化ガリウム（ＧａＳｂ）、窒化インジ
ウム（ＩｎＮ）、リン化インジウム（ＩｎＰ）、砒化インジウム（ＩｎＡｓ）、アンチモ
ン化インジウム（ＩｎＳｂ）等の周期表第１３族元素と周期表第１５族元素との化合物（
或いはIII－Ｖ族化合物半導体）、硫化アルミニウム（Ａｌ2Ｓ3）、セレン化アルミニウ



(9) JP 2015-149230 A 2015.8.20

10

20

30

40

50

ム（Ａｌ2Ｓｅ3）、硫化ガリウム（Ｇａ2Ｓ3）、セレン化ガリウム（Ｇａ2Ｓｅ3）、テル
ル化ガリウム（Ｇａ2Ｔｅ3）、酸化インジウム（Ｉｎ2Ｏ3）、硫化インジウム（Ｉｎ2Ｓ3

）、セレン化インジウム（Ｉｎ2Ｓｅ3）、テルル化インジウム（Ｉｎ2Ｔｅ3）等の周期表
第１３族元素と周期表第１６族元素との化合物、塩化タリウム（I）（ＴｌＣｌ）、臭化
タリウム（I）（ＴｌＢｒ）、ヨウ化タリウム（I）（ＴｌＩ）等の周期表第１３族元素と
周期表第１７族元素との化合物、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、硫化亜鉛（ＺｎＳ）、セレン化亜
鉛（ＺｎＳｅ）、テルル化亜鉛（ＺｎＴｅ）、酸化カドミウム（ＣｄＯ）、硫化カドミウ
ム（ＣｄＳ）、セレン化カドミウム（ＣｄＳｅ）、テルル化カドミウム（ＣｄＴｅ）、硫
化水銀（ＨｇＳ）、セレン化水銀（ＨｇＳｅ）、テルル化水銀（ＨｇＴｅ）等の周期表第
１２族元素と周期表第１６族元素との化合物（或いはII－VI族化合物半導体）、硫化砒素
（III）（Ａｓ2Ｓ3）、セレン化砒素（III）（Ａｓ2Ｓｅ3）、テルル化砒素（III）（Ａ
ｓ2Ｔｅ3）、硫化アンチモン（III）（Ｓｂ2Ｓ3）、セレン化アンチモン（III）（Ｓｂ2

Ｓｅ3）、テルル化アンチモン（III）（Ｓｂ2Ｔｅ3）、硫化ビスマス（III）（Ｂｉ2Ｓ3

）、セレン化ビスマス（III）（Ｂｉ2Ｓｅ3）、テルル化ビスマス（III）（Ｂｉ2Ｔｅ3）
等の周期表第１５族元素と周期表第１６族元素との化合物、酸化銅（I）（Ｃｕ2Ｏ）、セ
レン化銅（I）（Ｃｕ2Ｓｅ）等の周期表第１１族元素と周期表第１６族元素との化合物、
塩化銅（I）（ＣｕＣｌ）、臭化銅（I）（ＣｕＢｒ）、ヨウ化銅（I）（ＣｕＩ）、塩化
銀（ＡｇＣｌ）、臭化銀（ＡｇＢｒ）等の周期表第１１族元素と周期表第１７族元素との
化合物、酸化ニッケル（II）（ＮｉＯ）等の周期表第１０族元素と周期表第１６族元素と
の化合物、酸化コバルト（II）（ＣｏＯ）、硫化コバルト（II）（ＣｏＳ）等の周期表第
９族元素と周期表第１６族元素との化合物、四酸化三鉄（Ｆｅ3Ｏ4）、硫化鉄（II）（Ｆ
ｅＳ）等の周期表第８族元素と周期表第１６族元素との化合物、酸化マンガン（II）（Ｍ
ｎＯ）等の周期表第７族元素と周期表第１６族元素との化合物、硫化モリブデン（IV）（
ＭｏＳ2）、酸化タングステン（IV）（ＷＯ2）等の周期表第６族元素と周期表第１６族元
素との化合物、酸化バナジウム（II）（ＶＯ）、酸化バナジウム（IV）（ＶＯ2）、酸化
タンタル（V）（Ｔａ2Ｏ5）等の周期表第５族元素と周期表第１６族元素との化合物、酸
化チタン（ＴｉＯ2、Ｔｉ2Ｏ5、Ｔｉ2Ｏ3、Ｔｉ5Ｏ9等）等の周期表第４族元素と周期表
第１６族元素との化合物、硫化マグネシウム（ＭｇＳ）、セレン化マグネシウム（ＭｇＳ
ｅ）等の周期表第２族元素と周期表第１６族元素との化合物、酸化カドミウム（II）クロ
ム（III）（ＣｄＣｒ2Ｏ4）、セレン化カドミウム（II）クロム（III）（ＣｄＣｒ2Ｓｅ4

）、硫化銅（II）クロム（III）（ＣｕＣｒ2Ｓ4）、セレン化水銀（II）クロム（III）（
ＨｇＣｒ2Ｓｅ4）等のカルコゲンスピネル類、バリウムチタネート（ＢａＴｉＯ3）等が
挙げられるが、ＳｎＳ2、ＳｎＳ、ＳｎＳｅ、ＳｎＴｅ、ＰｂＳ、ＰｂＳｅ、ＰｂＴｅ等
の周期表第１４族元素と周期表第１６族元素との化合物、ＧａＮ、ＧａＰ、ＧａＡｓ、Ｇ
ａＳｂ、ＩｎＮ、ＩｎＰ、ＩｎＡｓ、ＩｎＳｂ等のIII－V族化合物半導体、Ｇａ2Ｏ3、Ｇ
ａ2Ｓ3、Ｇａ2Ｓｅ3、Ｇａ2Ｔｅ3、Ｉｎ2Ｏ3、Ｉｎ2Ｓ3、Ｉｎ2Ｓｅ3、Ｉｎ2Ｔｅ3等の周
期表第１３族元素と周期表第１６族元素との化合物、ＺｎＯ、ＺｎＳ、ＺｎＳｅ、ＺｎＴ
ｅ、ＣｄＯ、ＣｄＳ、ＣｄＳｅ、ＣｄＴｅ、ＨｇＯ、ＨｇＳ、ＨｇＳｅ、ＨｇＴｅ等のII
－VI族化合物半導体、Ａｓ2Ｏ3、Ａｓ2Ｓ3、Ａｓ2Ｓｅ3、Ａｓ2Ｔｅ3、Ｓｂ2Ｏ3、Ｓｂ2

Ｓ3、Ｓｂ2Ｓｅ3、Ｓｂ2Ｔｅ3、Ｂｉ2Ｏ3、Ｂｉ2Ｓ3、Ｂｉ2Ｓｅ3、Ｂｉ2Ｔｅ3等の周期
表第１５族元素と周期表第１６族元素との化合物、ＭｇＳ、ＭｇＳｅ等の周期表第２族元
素と周期表第１６族元素との化合物が好ましく、中でも、Ｓｉ、Ｇｅ、ＧａＮ、ＧａＰ、
ＩｎＮ、ＩｎＰ、Ｇａ2Ｏ3、Ｇａ2Ｓ3、Ｉｎ2Ｏ3、Ｉｎ2Ｓ3、ＺｎＯ、ＺｎＳ、ＣｄＯ、
ＣｄＳがより好ましい。これらの物質は、毒性の高い陰性元素を含まないので耐環境汚染
性や生物への安全性に優れており、また、可視光領域で純粋なスペクトルを安定して得る
ことができるので、量子ドット発光材料８の材料として有利である。これらの材料のうち
、ＣｄＳｅ、ＺｎＳｅ、ＣｄＳは、発光の安定性の点で好ましい。発光効率、高屈折率、
安全性の経済性の観点から、ＺｎＯ、ＺｎＳを用いた量子ドット発光材料８であるのが好
ましい。また、上記の材料は、１種で用いるものであってもよいし、２種以上を組み合わ
せて用いてもよい。
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【００４３】
（表面修飾剤）
　本実施形態においては、量子ドット発光材料８の表面に、表面修飾剤が付着しているの
が好ましい。これにより、透明媒体７中における量子ドット発光材料８の分散性を特に優
れたものとすることができる。また、量子ドット発光材料８の製造時において、量子ドッ
ト発光材料８の表面に表面修飾剤を付着させることにより、形成される量子ドット発光材
料８の形状が真球度の高いものとなり、また、量子ドット発光材料８の粒子径分布を狭く
抑えることができるようになるため好ましい。
【００４４】
　表面修飾剤は、量子ドット発光材料８の表面に直接付着したものであってもよいし、シ
ェルを介して付着したもの、つまり、表面修飾剤が直接付着するのはシェルで、量子ドッ
トコアには接触していないものであってもよい。
【００４５】
　表面修飾剤としては、例えば、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチ
レンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエーテル等のポリオキシエチレン
アルキルエーテル類；トリプロピルホスフィン、トリブチルホスフィン、トリヘキシルホ
スフィン、トリオクチルホスフィン等のトリアルキルホスフィン類；ポリオキシエチレン
ｎ－オクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンｎ－ノニルフェニルエーテル等のポ
リオキシエチレンアルキルフェニルエーテル類；トリ（ｎ－ヘキシル）アミン、トリ（ｎ
－オクチル）アミン、トリ（ｎ－デシル）アミン等の第３級アミン類；トリプロピルホス
フィンオキシド、トリブチルホスフィンオキシド、トリヘキシルホスフィンオキシド、ト
リオクチルホスフィンオキシド、トリデシルホスフィンオキシド等の有機リン化合物；ポ
リエチレングリコールジラウレート、ポリエチレングリコールジステアレート等のポリエ
チレングリコールジエステル類；ピリジン、ルチジン、コリジン、キノリン類の含窒素芳
香族化合物等の有機窒素化合物；ヘキシルアミン、オクチルアミン、デシルアミン、ドデ
シルアミン、テトラデシルアミン、ヘキサデシルアミン、オクタデシルアミン等のアミノ
アルカン類；ジブチルスルフィド等のジアルキルスルフィド類；ジメチルスルホキシドや
ジブチルスルホキシド等のジアルキルスルホキシド類；チオフェン等の含硫黄芳香族化合
物等の有機硫黄化合物；パルミチン酸、ステアリン酸、オレイン酸等の高級脂肪酸；アル
コール類；ソルビタン脂肪酸エステル類；脂肪酸変性ポリエステル類；３級アミン変性ポ
リウレタン類；ポリエチレンイミン類等が挙げられる。なお、量子ドット発光材料８が後
述するような方法で調製されるものである場合、表面修飾剤は、高温液相において微粒子
に配位して安定化する物質であるのが好ましく、具体的には、トリアルキルホスフィン類
、有機リン化合物、アミノアルカン類、第３級アミン類、有機窒素化合物、ジアルキルス
ルフィド類、ジアルキルスルホキシド類、有機硫黄化合物、高級脂肪酸、アルコール類が
好ましい。このような表面修飾剤を用いることにより、透明媒体７中における量子ドット
発光材料８の分散性を特に優れたものとすることができる。また、量子ドット発光材料８
の製造時において形成される量子ドット発光材料８の形状をより真球度の高いものとし、
量子ドット発光材料８の粒度分布をよりシャープなものとすることができる。
【００４６】
（量子ドット発光材料の製造方法）
　量子ドット発光材料８の製造方法としては、従来行われている、高真空下にて製造する
方法や、いわゆる液相製造方法などが挙げられる。
【００４７】
　高真空下にて製造する方法としては、例えば、分子ビームエピタキシー法、ＣＶＤ法等
が挙げられる。
　また、液相製造方法としては、原料水溶液を、例えば、ｎ－ヘプタン、ｎ－オクタン、
イソオクタン等のアルカン類、又はベンゼン、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素等
の非極性有機溶媒中の逆ミセルとして存在させ、この逆ミセル相中にて結晶成長させる逆
ミセル法、熱分解性原料を高温の液相有機媒体に注入して結晶成長させるホットソープ法



(11) JP 2015-149230 A 2015.8.20

10

20

30

40

50

、さらに、ホットソープ法と同様に、酸塩基反応を駆動力として比較的低い温度で結晶成
長を伴う溶液反応法等が挙げられる。
　本発明においては、これらの製造方法から任意の方法を使用することができるが、中で
も、液相製造方法が好ましい。なお、量子ドット発光材料８の製造方法としては、前記し
たものに限定されず、公知の任意の他の方法を用いることができる。
【００４８】
（有機化合物層の概略的な構成）
　以下、再び図１を参照して、有機化合物層３についての説明を行う。
　なお、図１に示す有機ＥＬ素子本体部１０の構成は、単に好ましい具体例を示したもの
に過ぎず、本発明はこれらに限定されない。本発明における有機ＥＬ素子本体部１０は、
例えば、以下に述べる（ｉ）～（viii）の構成とするものであってもよい。
【００４９】
（ｉ）素子基板／陽極／発光層／電子輸送層／陰極／熱伝導層／封止用接着剤／封止部材
（ii）素子基板／陽極／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／陰極／熱伝導層／封止用接着
剤／封止部材
（iii）素子基板／陽極／正孔輸送層／発光層／正孔ブロック層／電子輸送層／陰極／熱
伝導層／封止用接着剤／封止部材
（iv）素子基板／陽極／正孔輸送層／発光層／正孔ブロック層／電子輸送層／陰極バッフ
ァー層／陰極／熱伝導層／封止用接着剤／封止部材
（ｖ）素子基板／陽極／陽極バッファー層／正孔輸送層／発光層／正孔ブロック層／電子
輸送層／陰極バッファー層／陰極／熱伝導層／封止用接着剤／封止部材
（vi）素子基板／陽極／正孔注入層／発光層／電子注入層／陰極／封止部材
（vii）素子基板／陽極／正孔注入層／正孔輸送層／発光層／電子注入層／陰極／封止部
材
（viii）素子基板／陽極／正孔注入層／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／電子注入層／
陰極／封止部材
【００５０】
（有機化合物層の詳細な構成）
　有機ＥＬ素子本体部１０の有機化合物層３は、図１に示されているように、また、前記
（ｉ）～（viii）に示されているように、陽極２と陰極４の間に形成されている。以下、
有機化合物層３の詳細な構成について説明する。
【００５１】
　（１）注入層：正孔注入層、電子注入層
　注入層は、必要に応じて設けることができる。注入層には電子注入層と正孔注入層があ
り、上記の如く陽極２と発光層３３又は正孔輸送層３２の間、及び陰極４と発光層３３又
は電子輸送層３４との間に設けることができる。
【００５２】
　本発明でいう注入層とは、駆動電圧低下や発光輝度向上のために電極と有機機能層間に
設けられる層である。注入層については、「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８
年１１月３０日エヌ・ティー・エス社発行）」の第２編第２章「電極材料」（１２３～１
６６頁）に詳細に記載されている。
【００５３】
　正孔注入層３１は、例えば、特開平９－４５４７９号公報、同９－２６００６２号公報
、同８－２８８０６９号公報等にもその詳細が記載されている。正孔注入層３１に適用可
能な正孔注入材料としては、トリアゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾー
ル誘導体、ピラゾリン誘導体及びピラゾロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アリー
ルアミン誘導体、アミノ置換カルコン誘導体、オキサゾール誘導体、スチリルアントラセ
ン誘導体、フルオレノン誘導体、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体
等を含むポリマーやアニリン系共重合体、ポリアリールアルカン誘導体、又は導電性ポリ
マーが挙げられる。正孔注入材料として好ましくはポリチオフェン誘導体、ポリアニリン
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誘導体、ポリピロール誘導体であり、さらに好ましくはポリチオフェン誘導体である。
【００５４】
　電子注入層３５は、例えば、特開平６－３２５８７１号公報、同９－１７５７４号公報
、同１０－７４５８６号公報等にもその詳細が記載されており、具体的には、ストロンチ
ウムやアルミニウム等に代表される金属バッファー層、フッ化リチウムに代表されるアル
カリ金属化合物バッファー層、フッ化マグネシウムに代表されるアルカリ土類金属化合物
バッファー層、酸化アルミニウムに代表される酸化物バッファー層等が挙げられる。本発
明においては、上記バッファー層（注入層）はごく薄い膜であることが望ましく、フッ化
カリウム、フッ化ナトリウムが好ましい。電子注入層３５の膜厚は０．１ｎｍ～５μｍ程
度、好ましくは０．１～１００ｎｍ、さらに好ましくは０．５～１０ｎｍ、最も好ましく
は０．５～４ｎｍである。
【００５５】
　（２）正孔輸送層
　正孔輸送層３２を構成する正孔輸送材料としては、上記正孔注入層３１で適用するのと
同様の化合物を使用することができるが、さらには、ポルフィリン化合物、芳香族第３級
アミン化合物及びスチリルアミン化合物、特に芳香族第３級アミン化合物を用いることが
好ましい。
【００５６】
　芳香族第３級アミン化合物及びスチリルアミン化合物の代表例としては、Ｎ，Ｎ，Ｎ′
，Ｎ′－テトラフェニル－４，４′－ジアミノフェニル；Ｎ，Ｎ′－ジフェニル－Ｎ，Ｎ
′－ビス（３－メチルフェニル）－〔１，１′－ビフェニル〕－４，４′－ジアミン（Ｔ
ＰＤ）；２，２－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）プロパン；１，１－ビス（
４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）シクロヘキサン；Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラ－ｐ
－トリル－４，４′－ジアミノビフェニル；１，１－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフ
ェニル）－４－フェニルシクロヘキサン；ビス（４－ジメチルアミノ－２－メチルフェニ
ル）フェニルメタン；ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）フェニルメタン；Ｎ，
Ｎ′－ジフェニル－Ｎ，Ｎ′－ジ（４－メトキシフェニル）－４，４′－ジアミノビフェ
ニル；Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラフェニル－４，４′－ジアミノジフェニルエーテル；
４，４′－ビス（ジフェニルアミノ）クオードリフェニル；Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリ（ｐ－トリ
ル）アミン；４－（ジ－ｐ－トリルアミノ）－４′－〔４－（ジ－ｐ－トリルアミノ）ス
チリル〕スチルベン；４－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ－（２－ジフェニルビニル）ベンゼ
ン；３－メトキシ－４′－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノスチルベンゼン；Ｎ－フェニルカル
バゾール、さらには、米国特許第５，０６１，５６９号明細書に記載されている２個の縮
合芳香族環を分子内に有するもの、例えば、４，４′－ビス〔Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ
－フェニルアミノ〕ビフェニル（ＮＰＤ）、特開平４－３０８６８８号公報に記載されて
いるトリフェニルアミンユニットが３つスターバースト型に連結された４，４′，４″－
トリス〔Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ〕トリフェニルアミン（ＭＴ
ＤＡＴＡ）等が挙げられる。
【００５７】
　さらに、これらの材料を高分子鎖に導入した、又はこれらの材料を高分子の主鎖とした
高分子材料を用いることもできる。また、ｐ型－Ｓｉ、ｐ型－ＳｉＣ等の無機化合物も正
孔注入材料、正孔輸送材料として使用することができる。また、特開平４－２９７０７６
号公報、特開２０００－１９６１４０号公報、特開２００１－１０２１７５号公報、Ｊ．
Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．，９５，５７７３（２００４）、特開平１１－２５１０６７号公報
、Ｊ．Ｈｕａｎｇ　ｅｔ．ａｌ．著文献（Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅ
ｒｓ　８０（２００２），ｐ．１３９）、特表２００３－５１９４３２号公報に記載され
ているような、いわゆるｐ型半導体的性質を有するとされる正孔輸送材料を用いることも
できる。
【００５８】
　正孔輸送層３２は、上記正孔輸送材料を、例えば、真空蒸着法、スピンコート法、キャ
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スト法、インクジェット法を含む印刷法、ＬＢ法等の公知の方法により、薄膜化すること
により形成することができる。正孔輸送層３２の膜厚については、特に制限はないが、通
常は５ｎｍ～５μｍ程度、好ましくは５～２００ｎｍである。この正孔輸送層３２は上記
材料の１種又は２種以上からなる一層構造であってもよい。
【００５９】
　以下、本実施形態に係る有機ＥＬパネル１００の正孔輸送材料に用いられる化合物の好
ましい具体例（（１）～（６０））を挙げるが、本発明はこれらに限定されない。
【００６０】
【化１】

【００６１】
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【００６２】
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【化４】

【００６４】
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【化６】

【００６６】
　なお、上記例示化合物に記載のｎは重合度を表し、重量平均分子量が５０，０００～２
００，０００の範囲となる整数を表す。重量平均分子量がこの範囲にあると、正孔の輸送
能を高くすることができ、発光効率の向上を図ることができるため好ましい。
　これらの高分子化合物は、Ｍａｋｒｏｍｏｌ．Ｃｈｅｍ．，１９３，９０９頁（１９９
２）等に記載の公知の方法で合成することができる。
【００６７】
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　（３）電子輸送層
　電子輸送層３４は、電子を輸送する機能を有する材料からなり、広い意味で電子注入層
、正孔ブロック層も電子輸送層３４に含まれる。電子輸送層３４は単層又は複数層設ける
ことができる。
【００６８】
　従来、電子輸送層３４を単層又は複数層とする場合において、発光層３３に対して陰極
４側に隣接する電子輸送層３４に用いられる電子輸送材料（正孔ブロック材料を兼ねる）
は、陰極４より注入された電子を発光層３３に伝達する機能を有していればよく、その材
料としては従来公知の化合物の中から任意のものを選択して用いることができる。電子輸
送材料としては、例えば、フルオレン誘導体、カルバゾール誘導体、アザカルバゾール誘
導体、オキサジアゾール誘導体、トリアゾール誘導体、シロール誘導体、ピリジン誘導体
、ピリミジン誘導体、８－キノリノール誘導体等の金属錯体等が挙げられる。また、電子
輸送材料として、例えば、メタルフリー若しくはメタルフタロシアニン、又はそれらの末
端がアルキル基やスルホン酸基等で置換されているものも用いることができる。電子輸送
材料としては、これらの中でもカルバゾール誘導体、アザカルバゾール誘導体、ピリジン
誘導体等が本発明では好ましく、アザカルバゾール誘導体であることがより好ましい。
【００６９】
　電子輸送層３４は、上記電子輸送材料を、例えば、スピンコート法、キャスト法、イン
クジェット法を含む印刷法、ＬＢ法等の公知の方法により、薄膜化することにより形成す
ることができ、好ましくは上記電子輸送材料，フッ化アルコール溶剤を含有する塗布液を
用いたウェットプロセスにより形成することができる。
　電子輸送層３４の膜厚については特に制限はないが、通常は５ｎｍ～５μｍ程度、好ま
しくは５～２００ｎｍである。電子輸送層３４は上記材料の１種又は２種以上からなる一
層構造であってもよい。
【００７０】
　また、不純物をゲスト材料としてドープしたｎ性の高い電子輸送層３４を用いることも
できる。その例としては、特開平４－２９７０７６号公報、同１０－２７０１７２号公報
、特開２０００－１９６１４０号公報、同２００１－１０２１７５号公報、Ｊ．Ａｐｐｌ
．Ｐｈｙｓ．，９５，５７７３（２００４）等に記載されたものが挙げられる。
【００７１】
　本実施形態における電子輸送層３４には、有機物のアルカリ金属塩を含有することが好
ましい。有機物の種類としては特に制限はないが、ギ酸塩、酢酸塩、プロピオン酸、酪酸
塩、吉草酸塩、カプロン酸塩、エナント酸塩、カプリル酸塩、シュウ酸塩、マロン酸塩、
コハク酸塩、安息香酸塩、フタル酸塩、イソフタル酸塩、テレフタル酸塩、サリチル酸塩
、ピルビン酸塩、乳酸塩、リンゴ酸塩、アジピン酸塩、メシル酸塩、トシル酸塩、ベンゼ
ンスルホン酸塩が挙げられる。有機物の種類として好ましくは、ギ酸塩、酢酸塩、プロピ
オン酸塩、酪酸塩、吉草酸塩、カプロン酸塩、エナント酸塩、カプリル酸塩、シュウ酸塩
、マロン酸塩、コハク酸塩、安息香酸塩が挙げられる。有機物の種類としてより好ましく
は、ギ酸塩、酢酸塩、プロピオン酸塩、酪酸塩等の脂肪族カルボン酸のアルカリ金属塩で
あり、脂肪族カルボン酸の炭素数が４以下であることがさらに好ましい。有機物の種類と
して最も好ましくは、酢酸塩である。
【００７２】
　有機物のアルカリ金属塩のアルカリ金属の種類としては特に制限はないが、Ｎａ、Ｋ、
Ｃｓが挙げられる。アルカリ金属の種類として好ましくはＫ、Ｃｓであり、さらに好まし
くはＣｓである。有機物のアルカリ金属塩としては、前記有機物とアルカリ金属の組み合
わせが挙げられ、好ましくは、ギ酸Ｌｉ、ギ酸Ｋ、ギ酸Ｎａ、ギ酸Ｃｓ、酢酸Ｌｉ、酢酸
Ｋ、酢酸Ｎａ、酢酸Ｃｓ、プロピオン酸Ｌｉ、プロピオン酸Ｎａ、プロピオン酸Ｋ、プロ
ピオン酸Ｃｓ、シュウ酸Ｌｉ、シュウ酸Ｎａ、シュウ酸Ｋ、シュウ酸Ｃｓ、マロン酸Ｌｉ
、マロン酸Ｎａ、マロン酸Ｋ、マロン酸Ｃｓ、コハク酸Ｌｉ、コハク酸Ｎａ、コハク酸Ｋ
、コハク酸Ｃｓ、安息香酸Ｌｉ、安息香酸Ｎａ、安息香酸Ｋ、安息香酸Ｃｓが挙げられる
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。前記有機物とアルカリ金属の組み合わせとしてより好ましくは、酢酸Ｌｉ、酢酸Ｋ、酢
酸Ｎａ、酢酸Ｃｓであり、最も好ましくは酢酸Ｃｓである。
【００７３】
これらドープ材の含有量は、添加する電子輸送層３４に対し、好ましくは１．５～３５質
量％であり、より好ましくは３～２５質量％であり、最も好ましくは５～１５質量％であ
る。
【００７４】
　（４）発光層
　有機ＥＬ素子本体部１０を構成する発光層３３は、電極又は電子輸送層３４から注入さ
れてくる電子と、電極又は正孔輸送層３２から注入されてくる正孔と、が再結合して発光
する層である。
　発光層３３は、含まれる発光性化合物が前記要件を満たしていれば、その構成には特に
制限はない。
　また、発光層３３は、同一の発光スペクトルや発光極大波長を有する層が複数層あって
もよい。
【００７５】
　本発明における発光層３３の膜厚の総和は１～１００ｎｍの範囲にあることが好ましく
、さらに好ましくは、より低い駆動電圧を得ることができることから５０ｎｍ以下である
。なお、本発明でいう発光層３３の膜厚の総和とは、発光層３３間に非発光性の中間層が
存在する場合には、当該中間層も含む膜厚である。個々の発光層３３の膜厚としては１～
５０ｎｍの範囲に調整することが好ましい。
　発光層３３を複数設ける場合、個々の発光層３３は、青、緑、赤の各色発光を示しても
よく、各発光層３３の膜厚の関係については、特に制限はない。
【００７６】
　発光層３３は、後述する発光性化合物やホスト化合物を、例えば、真空蒸着法、スピン
コート法、キャスト法、ＬＢ法、インクジェット法等の公知の薄膜化法により製膜して形
成することができる。
　本発明においては、各発光層３３に複数のリン光発光性化合物を混合してもよく、また
、リン光発光性化合物と蛍光発光性化合物を同一発光層３３中に混合して用いてもよい。
　さらに、本発明においては、発光層３３の構成として、ホスト化合物、リン光発光性化
合物を含有し、リン光発光性化合物より発光させることが好ましい。
【００７７】
　（４．１）ホスト化合物
　有機ＥＬ素子本体部１０の発光層３３に含有されるホスト化合物としては、室温（２５
℃）におけるリン光発光のリン光量子収率が０．１未満の化合物が好ましい。さらに好ま
しくはリン光量子収率が０．０１未満である。また、発光層３３に含有される化合物の中
で、その層中での体積比が５０％以上であることが好ましい。
【００７８】
　ホスト化合物としては、公知のホスト化合物を単独で用いてもよく、又は複数種併用し
て用いてもよい。ホスト化合物を複数種用いることで、電荷の移動を調整することが可能
であり、有機ＥＬ素子本体部１０を高効率化することができる。また、後述する発光性化
合物を複数種用いることで異なる発光を混ぜることが可能となり、これにより任意の発光
色を得ることができる。
【００７９】
　また、本発明で用いることのできるホスト化合物は、従来公知の低分子化合物でも、繰
り返し単位を持つ高分子化合物でもよく、ビニル基やエポキシ基のような重合性基を有す
る低分子化合物（重合性ホスト化合物）でもよい。なお、ホスト化合物として高分子化合
物を用いた場合、当該高分子化合物が溶媒を取り込んで膨潤やゲル化等、溶媒が抜けにく
いと思われる現象が起こり易いので、これを防ぐために分子量は高くない方が好ましい。
ホスト化合物として高分子化合物を用いる場合、具体的には塗布時での分子量が２，００
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０以下のものを用いることが好ましく、塗布時の分子量が１，０００以下のものを用いる
ことがより好ましい。
【００８０】
　ホスト化合物としては、正孔輸送能、電子輸送能を有しつつ、発光の長波長化を防ぎ、
なお且つ高Ｔｇ（ガラス転移温度）である化合物が好ましい。ここで、ガラス転移点（Ｔ
ｇ）とは、ＤＳＣ（Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ　Ｓｃａｎｎｉｎｇ　Ｃｏｌｏｒｉｍｅｔ
ｒｙ：示差走査熱量法）を用いて、ＪＩＳ－Ｋ－７１２１に準拠した方法により求められ
る値である。
【００８１】
　ホスト化合物の具体例としては、以下の文献に記載されている化合物が挙げられる。例
えば、特開２００１－２５７０７６号公報、同２００２－３０８８５５号公報、同２００
１－３１３１７９号公報、同２００２－３１９４９１号公報、同２００１－３５７９７７
号公報、同２００２－３３４７８６号公報、同２００２－８８６０号公報、同２００２－
３３４７８７号公報、同２００２－１５８７１号公報、同２００２－３３４７８８号公報
、同２００２－４３０５６号公報、同２００２－３３４７８９号公報、同２００２－７５
６４５号公報、同２００２－３３８５７９号公報、同２００２－１０５４４５号公報、同
２００２－３４３５６８号公報、同２００２－１４１１７３号公報、同２００２－３５２
９５７号公報、同２００２－２０３６８３号公報、同２００２－３６３２２７号公報、同
２００２－２３１４５３号公報、同２００３－３１６５号公報、同２００２－２３４８８
８号公報、同２００３－２７０４８号公報、同２００２－２５５９３４号公報、同２００
２－２６０８６１号公報、同２００２－２８０１８３号公報、同２００２－２９９０６０
号公報、同２００２－３０２５１６号公報、同２００２－３０５０８３号公報、同２００
２－３０５０８４号公報、同２００２－３０８８３７号公報等が挙げられる。
【００８２】
　ホスト化合物は、好ましくは一般式（２）で示される化合物が用いられる。
【００８３】
【化７】

【００８４】
　一般式（２）中、Ｘは、ＮＲ′、Ｏ、Ｓ、ＣＲ′Ｒ″又はＳｉＲ′Ｒ″を表す。Ｒ′及
びＲ″は、各々水素原子又は置換基を表す。Ａｒ1及びＡｒ2は、芳香環を表し、それぞれ
同一でも異なっていてもよい。ｎは、０～４の整数を表す。
【００８５】
　一般式（２）におけるＸにおいて、Ｒ′及びＲ″で各々表される置換基としては、アル
キル基（例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｔ－ブチル基、ペ
ンチル基、ヘキシル基、オクチル基、ドデシル基、トリデシル基、テトラデシル基、ペン
タデシル基等）、シクロアルキル基（例えば、シクロペンチル基、シクロヘキシル基等）
、アルケニル基（例えば、ビニル基、アリル基等）、アルキニル基（例えば、エチニル基
、プロパルギル基等）、芳香族炭化水素環基（芳香族炭素環基、アリール基等ともいい、
例えば、フェニル基、ｐ－クロロフェニル基、メシチル基、トリル基、キシリル基、ナフ
チル基、アントリル基、アズレニル基、アセナフテニル基、フルオレニル基、フェナント
リル基、インデニル基、ピレニル基、ビフェニリル基等）、芳香族複素環基（例えば、ピ
リジル基、ピリミジニル基、フリル基、ピロリル基、イミダゾリル基、ベンゾイミダゾリ
ル基、ピラゾリル基、ピラジニル基、トリアゾリル基（例えば、１，２，４－トリアゾー
ル－１－イル基、１，２，３－トリアゾール－１－イル基等）、オキサゾリル基、ベンゾ
オキサゾリル基、チアゾリル基、イソオキサゾリル基、イソチアゾリル基、フラザニル基
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、チエニル基、キノリル基、ベンゾフリル基、ジベンゾフリル基、ベンゾチエニル基、ジ
ベンゾチエニル基、インドリル基、カルバゾリル基、カルボリニル基、ジアザカルバゾリ
ル基（前記カルボリニル基のカルボリン環を構成する炭素原子の一つが窒素原子で置き換
わったものを示す）、キノキサリニル基、ピリダジニル基、トリアジニル基、キナゾリニ
ル基、フタラジニル基等）、複素環基（例えば、ピロリジル基、イミダゾリジル基、モル
ホリル基、オキサゾリジル基等）、アルコキシ基（例えば、メトキシ基、エトキシ基、プ
ロピルオキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、オクチルオキシ基、ドデシルオ
キシ基等）、シクロアルコキシ基（例えば、シクロペンチルオキシ基、シクロヘキシルオ
キシ基等）、アリールオキシ基（例えば、フェノキシ基、ナフチルオキシ基等）、アルキ
ルチオ基（例えば、メチルチオ基、エチルチオ基、プロピルチオ基、ペンチルチオ基、ヘ
キシルチオ基、オクチルチオ基、ドデシルチオ基等）、シクロアルキルチオ基（例えば、
シクロペンチルチオ基、シクロヘキシルチオ基等）、アリールチオ基（例えば、フェニル
チオ基、ナフチルチオ基等）、アルコキシカルボニル基（例えば、メチルオキシカルボニ
ル基、エチルオキシカルボニル基、ブチルオキシカルボニル基、オクチルオキシカルボニ
ル基、ドデシルオキシカルボニル基等）、アリールオキシカルボニル基（例えば、フェニ
ルオキシカルボニル基、ナフチルオキシカルボニル基等）、スルファモイル基（例えば、
アミノスルホニル基、メチルアミノスルホニル基、ジメチルアミノスルホニル基、ブチル
アミノスルホニル基、ヘキシルアミノスルホニル基、シクロヘキシルアミノスルホニル基
、オクチルアミノスルホニル基、ドデシルアミノスルホニル基、フェニルアミノスルホニ
ル基、ナフチルアミノスルホニル基、２－ピリジルアミノスルホニル基等）、アシル基（
例えば、アセチル基、エチルカルボニル基、プロピルカルボニル基、ペンチルカルボニル
基、シクロヘキシルカルボニル基、オクチルカルボニル基、２－エチルヘキシルカルボニ
ル基、ドデシルカルボニル基、フェニルカルボニル基、ナフチルカルボニル基、ピリジル
カルボニル基等）、アシルオキシ基（例えば、アセチルオキシ基、エチルカルボニルオキ
シ基、ブチルカルボニルオキシ基、オクチルカルボニルオキシ基、ドデシルカルボニルオ
キシ基、フェニルカルボニルオキシ基等）、アミド基（例えば、メチルカルボニルアミノ
基、エチルカルボニルアミノ基、ジメチルカルボニルアミノ基、プロピルカルボニルアミ
ノ基、ペンチルカルボニルアミノ基、シクロヘキシルカルボニルアミノ基、２－エチルヘ
キシルカルボニルアミノ基、オクチルカルボニルアミノ基、ドデシルカルボニルアミノ基
、フェニルカルボニルアミノ基、ナフチルカルボニルアミノ基等）、カルバモイル基（例
えば、アミノカルボニル基、メチルアミノカルボニル基、ジメチルアミノカルボニル基、
プロピルアミノカルボニル基、ペンチルアミノカルボニル基、シクロヘキシルアミノカル
ボニル基、オクチルアミノカルボニル基、２－エチルヘキシルアミノカルボニル基、ドデ
シルアミノカルボニル基、フェニルアミノカルボニル基、ナフチルアミノカルボニル基、
２－ピリジルアミノカルボニル基等）、ウレイド基（例えば、メチルウレイド基、エチル
ウレイド基、ペンチルウレイド基、シクロヘキシルウレイド基、オクチルウレイド基、ド
デシルウレイド基、フェニルウレイド基、ナフチルウレイド基、２－ピリジルアミノウレ
イド基等）、スルフィニル基（例えば、メチルスルフィニル基、エチルスルフィニル基、
ブチルスルフィニル基、シクロヘキシルスルフィニル基、２－エチルヘキシルスルフィニ
ル基、ドデシルスルフィニル基、フェニルスルフィニル基、ナフチルスルフィニル基、２
－ピリジルスルフィニル基等）、アルキルスルホニル基（例えば、メチルスルホニル基、
エチルスルホニル基、ブチルスルホニル基、シクロヘキシルスルホニル基、２－エチルヘ
キシルスルホニル基、ドデシルスルホニル基等）、アリールスルホニル基又はヘテロアリ
ールスルホニル基（例えば、フェニルスルホニル基、ナフチルスルホニル基、２－ピリジ
ルスルホニル基等）、アミノ基（例えば、アミノ基、エチルアミノ基、ジメチルアミノ基
、ブチルアミノ基、シクロペンチルアミノ基、２－エチルヘキシルアミノ基、ドデシルア
ミノ基、アニリノ基、ナフチルアミノ基、２－ピリジルアミノ基等）、ハロゲン原子（例
えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子等）、フッ化炭化水素基（例えば、フルオロメチ
ル基、トリフルオロメチル基、ペンタフルオロエチル基、ペンタフルオロフェニル基等）
、シアノ基、ニトロ基、ヒドロキシ基、メルカプト基、シリル基（例えば、トリメチルシ
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リル基、トリイソプロピルシリル基、トリフェニルシリル基、フェニルジエチルシリル基
等）等が挙げられる。
　これらの置換基は上記の置換基によってさらに置換されていてもよい。これらの置換基
は複数が互いに結合して環を形成していてもよい。
【００８６】
　中でも、Ｘとしては、ＮＲ′又はＯが好ましく、より好ましくは、ＸがＯの場合である
。すなわち、より好ましくは、本発明に用いられるホスト化合物がジベンゾフラン誘導体
であることである。
【００８７】
　また、Ｒ′としては、芳香族炭化水素基（芳香族炭素環基、アリール基等ともいい、例
えば、フェニル基、ｐ－クロロフェニル基、メシチル基、トリル基、キシリル基、ナフチ
ル基、アントリル基、アズレニル基、アセナフテニル基、フルオレニル基、フェナントリ
ル基、インデニル基、ピレニル基、ビフェニリル基）、又は芳香族複素環基（例えば、フ
リル基、チエニル基、ピリジル基、ピリダジニル基、ピリミジニル基、ピラジニル基、ト
リアジニル基、イミダゾリル基、ピラゾリル基、チアゾリル基、キナゾリニル基、フタラ
ジニル基等）が特に好ましい。
　上記の芳香族炭化水素基、芳香族複素環基は、各々一般式（２）のＸにおいて、Ｒ′、
Ｒ″で各々表される置換基を有してもよい。
【００８８】
　一般式（２）において、Ａｒ1及びＡｒ2により表される芳香環としては、芳香族炭化水
素環又は芳香族複素環が挙げられる。また、該芳香環は単環でもよく、縮合環でもよく、
さらに未置換でも、一般式（２）のＸにおいて、Ｒ′及びＲ″で各々表される置換基を有
してもよい。
【００８９】
　一般式（２）において、Ａｒ1及びＡｒ2により表される芳香族炭化水素環としては、ベ
ンゼン環、ビフェニル環、ナフタレン環、アズレン環、アントラセン環、フェナントレン
環、ピレン環、クリセン環、ナフタセン環、トリフェニレン環、ｏ－テルフェニル環、ｍ
－テルフェニル環、ｐ－テルフェニル環、アセナフテン環、コロネン環、フルオレン環、
フルオラントレン環、ナフタセン環、ペンタセン環、ペリレン環、ペンタフェン環、ピセ
ン環、ピレン環、ピラントレン環、アンスラアントレン環等が挙げられる。これらの環は
さらに、一般式（２）で表される部分構造のＸにおいて、Ｒ′及びＲ″で各々表される置
換基を有してもよい。
【００９０】
　一般式（２）で表される部分構造において、Ａｒ1及びＡｒ2により表される芳香族複素
環としては、例えば、フラン環、ジベンゾフラン環、チオフェン環、オキサゾール環、ピ
ロール環、ピリジン環、ピリダジン環、ピリミジン環、ピラジン環、トリアジン環、ベン
ゾイミダゾール環、オキサジアゾール環、トリアゾール環、イミダゾール環、ピラゾール
環、チアゾール環、インドール環、インダゾール環、ベンゾイミダゾール環、ベンゾチア
ゾール環、ベンゾオキサゾール環、キノキサリン環、キナゾリン環、シンノリン環、キノ
リン環、イソキノリン環、フタラジン環、ナフチリジン環、カルバゾール環、カルボリン
環、ジアザカルバゾール環（カルボリン環を構成する炭化水素環の炭素原子の一つがさら
に窒素原子で置換されている環を示す）等が挙げられる。これらの環は、さらに一般式（
２）において、Ｒ′及びＲ″で各々表される置換基を有してもよい。
【００９１】
　上記の中でも、一般式（２）において、Ａｒ1及びＡｒ2により表される芳香環として、
好ましく用いられるのは、カルバゾール環、カルボリン環、ジベンゾフラン環、ベンゼン
環であり、さらに好ましく用いられるのは、カルバゾール環、カルボリン環、ベンゼン環
であり、より好ましくは置換基を有するベンゼン環であり、特に好ましくはカルバゾリル
基を有するベンゼン環が挙げられる。
【００９２】
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　また、一般式（２）において、Ａｒ1及びＡｒ2により表される芳香環としては、各々３
環以上の縮合環が好ましい一態様である。３環以上が縮合した芳香族炭化水素縮合環とし
ては、具体的には、ナフタセン環、アントラセン環、テトラセン環、ペンタセン環、ヘキ
サセン環、フェナントレン環、ピレン環、ベンゾピレン環、ベンゾアズレン環、クリセン
環、ベンゾクリセン環、アセナフテン環、アセナフチレン環、トリフェニレン環、コロネ
ン環、ベンゾコロネン環、ヘキサベンゾコロネン環、フルオレン環、ベンゾフルオレン環
、フルオランテン環、ペリレン環、ナフトペリレン環、ペンタベンゾペリレン環、ベンゾ
ペリレン環、ペンタフェン環、ピセン環、ピラントレン環、ナフトコロネン環、オバレン
環、アンスラアントレン環等が挙げられる。なお、これらの環は、さらに上記の置換基を
有していてもよい。
【００９３】
　また、３環以上が縮合した芳香族複素環としては、具体的には、アクリジン環、ベンゾ
キノリン環、カルバゾール環、カルボリン環、フェナジン環、フェナントリジン環、フェ
ナントロリン環、カルボリン環、サイクラジン環、キンドリン環、テペニジン環、キニン
ドリン環、トリフェノジチアジン環、トリフェノジオキサジン環、フェナントラジン環、
アントラジン環、ペリミジン環、ジアザカルバゾール環（カルボリン環を構成する炭素原
子の任意の一つが窒素原子で置き換わったものを表す）、フェナントロリン環、ジベンゾ
フラン環、ジベンゾチオフェン環、ナフトフラン環、ナフトチオフェン環、ベンゾジフラ
ン環、ベンゾジチオフェン環、ナフトジフラン環、ナフトジチオフェン環、アントラフラ
ン環、アントラジフラン環、アントラチオフェン環、アントラジチオフェン環、チアント
レン環、フェノキサチイン環、チオファントレン環（ナフトチオフェン環）等が挙げられ
る。なお、これらの環はさらに置換基を有していてもよい。
【００９４】
　また、一般式（２）において、ｎは０～４の整数を表すが、０～２であることが好まし
く、特にＸがＯ、Ｓである場合には１～２であることが好ましい。
【００９５】
　本発明においては、特に、ジベンゾフラン環とカルバゾール環をともに有するホスト化
合物が好ましい。
【００９６】
　以下に、一般式（２）で表されるホスト化合物の具体例（ａ－１～ａ－４１）を示すが
、これらに限定されるものではない。
【００９７】
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【化１５】

【０１０５】
　（４．２）発光性化合物
　本発明で用いることのできる発光性化合物（発光ドーパントともいう）としては、少な
くともリン光発光性化合物（リン光性化合物ともいう）が発光層３３に含有される。本発
明において、リン光発光性化合物とは、励起三重項からの発光が観測される化合物であり
、具体的には室温（２５℃）にてリン光発光する化合物であり、リン光量子収率が２５℃
において０．０１以上の化合物であると定義されるが、好ましいリン光量子収率は０．１
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以上である。
【０１０６】
　上記リン光量子収率は、第４版実験化学講座７の分光IIの３９８頁（１９９２年版、丸
善）に記載の方法により測定できる。溶液中でのリン光量子収率は種々の溶媒を用いて測
定できるが、任意の溶媒のいずれかにおいて上記リン光量子収率（０．０１以上）が達成
されればよい。
【０１０７】
　リン光発光性化合物の発光原理としては２種挙げられる。一つは、キャリアが輸送され
るホスト化合物上でキャリアの再結合が起こってホスト化合物の励起状態が生成し、この
エネルギーをリン光発光性化合物に移動させることでリン光発光性化合物からの発光を得
るというエネルギー移動型である。もう一つは、リン光発光性化合物がキャリアトラップ
となり、リン光発光性化合物上でキャリアの再結合が起こり、リン光発光性化合物からの
発光が得られるというキャリアトラップ型である。本発明においては、いずれの場合であ
っても、リン光発光性化合物の励起状態のエネルギーはホスト化合物の励起状態のエネル
ギーよりも低いことが条件でとなる。
【０１０８】
　リン光発光性化合物は、有機ＥＬ素子本体部１０の発光層３３に使用される公知のもの
の中から適宜選択して用いることができるが、好ましくは元素の周期表で８～１０族の金
属を含有する錯体系化合物であり、さらに好ましくはイリジウム化合物、オスミウム化合
物、又は白金化合物（白金錯体系化合物）、希土類錯体であり、中でも最も好ましいのは
イリジウム化合物である。
【０１０９】
　本発明で用いるリン光発光性化合物は、少なくとも１つの青色リン光発光性化合物を含
むものあることが好ましい。より好ましくは少なくとも１つの青色リン光発光性化合物と
、当該青色リン光発光性化合物よりもバンドギャップエネルギーが低い少なくとも１つの
リン光発光性化合物と、を含むものである。
【０１１０】
　リン光発光性化合物としては、公知の化合物を用いることができるが、好ましくは配位
子としてピリジン誘導体を有する金属錯体（リン光発光性化合物）や、一般式（３）で表
されるリン光発光性化合物を上げることができる。より好ましくは一般式（３）で表され
るリン光発光性化合物である。
　以下に、本発明に好ましく用いられる、一般式（３）で表されるリン光発光性化合物に
ついて説明する。
【０１１１】
【化１６】

【０１１２】
　一般式（３）において、Ｒ1は、置換基を表す。Ｚは、５～７員環を形成するのに必要
な非金属原子群を表す。ｎ１は、０～５の整数を表す。Ｂ1～Ｂ5は、炭素原子、窒素原子
、酸素原子又は硫黄原子を表し、少なくとも一つは窒素原子を表す。Ｍ1は、元素周期表
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における８族～１０族の金属を表す。Ｘ1及びＸ2は、炭素原子、窒素原子又は酸素原子を
表し、Ｌ1は、Ｘ1及びＸ2と共に２座の配位子を形成する原子群を表す。ｍ１は、１、２
又は３の整数を表し、ｍ２は、０、１、又は２の整数を表すが、ｍ１＋ｍ２は、２又は３
である。
【０１１３】
　一般式（３）で表されるリン光発光性化合物は、ＨＯＭＯのエネルギー準位が－５．１
５～－３．５０ｅＶ、ＬＵＭＯのエネルギー準位が－１．２５～＋１．００ｅＶであるこ
とが好ましく、より好ましくはＨＯＭＯのエネルギー準位が－４．８０～－３．５０ｅＶ
、ＬＵＭＯのエネルギー準位が－０．８０～＋１．００ｅＶであることが好ましい。
【０１１４】
　一般式（３）で表されるリン光発光性化合物において、Ｒ1で表される置換基としては
、例えば、アルキル基（例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｔ
ｅｒｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、オクチル基、ドデシル基、トリデシル基、
テトラデシル基、ペンタデシル基等）、シクロアルキル基（例えば、シクロペンチル基、
シクロヘキシル基等）、アルケニル基（例えば、ビニル基、アリル基等）、アルキニル基
（例えば、エチニル基、プロパルギル基等）、芳香族炭化水素環基（芳香族炭素環基、ア
リール基等ともいい、例えば、フェニル基、ｐ－クロロフェニル基、メシチル基、トリル
基、キシリル基、ナフチル基、アントリル基、アズレニル基、アセナフテニル基、フルオ
レニル基、フェナントリル基、インデニル基、ピレニル基、ビフェニリル基等）、芳香族
複素環基（例えば、ピリジル基、ピリミジニル基、フリル基、ピロリル基、イミダゾリル
基、ベンゾイミダゾリル基、ピラゾリル基、ピラジニル基、トリアゾリル基（例えば、１
，２，４－トリアゾール－１－イル基、１，２，３－トリアゾール－１－イル基等）、オ
キサゾリル基、ベンゾオキサゾリル基、チアゾリル基、イソオキサゾリル基、イソチアゾ
リル基、フラザニル基、チエニル基、キノリル基、ベンゾフリル基、ジベンゾフリル基、
ベンゾチエニル基、ジベンゾチエニル基、インドリル基、カルバゾリル基、カルボリニル
基、ジアザカルバゾリル基（前記カルボリニル基のカルボリン環を構成する炭素原子の一
つが窒素原子で置き換わったものを示す）、キノキサリニル基、ピリダジニル基、トリア
ジニル基、キナゾリニル基、フタラジニル基等）、複素環基（例えば、ピロリジル基、イ
ミダゾリジル基、モルホリル基、オキサゾリジル基等）、アルコキシ基（例えば、メトキ
シ基、エトキシ基、プロピルオキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、オクチル
オキシ基、ドデシルオキシ基等）、シクロアルコキシ基（例えば、シクロペンチルオキシ
基、シクロヘキシルオキシ基等）、アリールオキシ基（例えば、フェノキシ基、ナフチル
オキシ基等）、アルキルチオ基（例えば、メチルチオ基、エチルチオ基、プロピルチオ基
、ペンチルチオ基、ヘキシルチオ基、オクチルチオ基、ドデシルチオ基等）、シクロアル
キルチオ基（例えば、シクロペンチルチオ基、シクロヘキシルチオ基等）、アリールチオ
基（例えば、フェニルチオ基、ナフチルチオ基等）、アルコキシカルボニル基（例えば、
メチルオキシカルボニル基、エチルオキシカルボニル基、ブチルオキシカルボニル基、オ
クチルオキシカルボニル基、ドデシルオキシカルボニル基等）、アリールオキシカルボニ
ル基（例えば、フェニルオキシカルボニル基、ナフチルオキシカルボニル基等）、スルフ
ァモイル基（例えば、アミノスルホニル基、メチルアミノスルホニル基、ジメチルアミノ
スルホニル基、ブチルアミノスルホニル基、ヘキシルアミノスルホニル基、シクロヘキシ
ルアミノスルホニル基、オクチルアミノスルホニル基、ドデシルアミノスルホニル基、フ
ェニルアミノスルホニル基、ナフチルアミノスルホニル基、２－ピリジルアミノスルホニ
ル基等）、アシル基（例えば、アセチル基、エチルカルボニル基、プロピルカルボニル基
、ペンチルカルボニル基、シクロヘキシルカルボニル基、オクチルカルボニル基、２－エ
チルヘキシルカルボニル基、ドデシルカルボニル基、フェニルカルボニル基、ナフチルカ
ルボニル基、ピリジルカルボニル基等）、アシルオキシ基（例えば、アセチルオキシ基、
エチルカルボニルオキシ基、ブチルカルボニルオキシ基、オクチルカルボニルオキシ基、
ドデシルカルボニルオキシ基、フェニルカルボニルオキシ基等）、アミド基（例えば、メ
チルカルボニルアミノ基、エチルカルボニルアミノ基、ジメチルカルボニルアミノ基、プ
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ロピルカルボニルアミノ基、ペンチルカルボニルアミノ基、シクロヘキシルカルボニルア
ミノ基、２－エチルヘキシルカルボニルアミノ基、オクチルカルボニルアミノ基、ドデシ
ルカルボニルアミノ基、フェニルカルボニルアミノ基、ナフチルカルボニルアミノ基等）
、カルバモイル基（例えば、アミノカルボニル基、メチルアミノカルボニル基、ジメチル
アミノカルボニル基、プロピルアミノカルボニル基、ペンチルアミノカルボニル基、シク
ロヘキシルアミノカルボニル基、オクチルアミノカルボニル基、２－エチルヘキシルアミ
ノカルボニル基、ドデシルアミノカルボニル基、フェニルアミノカルボニル基、ナフチル
アミノカルボニル基、２－ピリジルアミノカルボニル基等）、ウレイド基（例えば、メチ
ルウレイド基、エチルウレイド基、ペンチルウレイド基、シクロヘキシルウレイド基、オ
クチルウレイド基、ドデシルウレイド基、フェニルウレイド基、ナフチルウレイド基、２
－ピリジルアミノウレイド基等）、スルフィニル基（例えば、メチルスルフィニル基、エ
チルスルフィニル基、ブチルスルフィニル基、シクロヘキシルスルフィニル基、２－エチ
ルヘキシルスルフィニル基、ドデシルスルフィニル基、フェニルスルフィニル基、ナフチ
ルスルフィニル基、２－ピリジルスルフィニル基等）、アルキルスルホニル基（例えば、
メチルスルホニル基、エチルスルホニル基、ブチルスルホニル基、シクロヘキシルスルホ
ニル基、２－エチルヘキシルスルホニル基、ドデシルスルホニル基等）、アリールスルホ
ニル基又はヘテロアリールスルホニル基（例えば、フェニルスルホニル基、ナフチルスル
ホニル基、２－ピリジルスルホニル基等）、アミノ基（例えば、アミノ基、エチルアミノ
基、ジメチルアミノ基、ブチルアミノ基、シクロペンチルアミノ基、２－エチルヘキシル
アミノ基、ドデシルアミノ基、アニリノ基、ナフチルアミノ基、２－ピリジルアミノ基等
）、シアノ基、ニトロ基、ヒドロキシ基、メルカプト基、シリル基（例えば、トリメチル
シリル基、トリイソプロピルシリル基、トリフェニルシリル基、フェニルジエチルシリル
基等）等が挙げられる。これらの置換基のうち、好ましいものはアルキル基若しくはアリ
ール基である。
【０１１５】
　前記したように、Ｚは、５～７員環を形成するのに必要な非金属原子群を表す。Ｚによ
り形成される５～７員環としては、例えば、ベンゼン環、ナフタレン環、ピリジン環、ピ
リミジン環、ピロール環、チオフェン環、ピラゾール環、イミダゾール環、オキサゾール
環及びチアゾール環等が挙げられる。これらのうちで好ましいものは、ベンゼン環である
。
【０１１６】
　前記したように、Ｂ1～Ｂ5は、炭素原子、窒素原子、酸素原子又は硫黄原子を表し、少
なくとも一つは窒素原子を表す。これら５つの原子により形成される芳香族含窒素複素環
としては単環が好ましい。例えば、ピロール環、ピラゾール環、イミダゾール環、トリア
ゾール環、テトラゾール環、オキサゾール環、イソオキサゾール環、チアゾール環、イソ
チアゾール環、オキサジアゾール環及びチアジアゾール環等が挙げられる。これらのうち
で好ましいものは、ピラゾール環、イミダゾール環であり、特に好ましくは、Ｂ2、Ｂ5が
窒素原子であるイミダゾール環である。これらの環は、上記の置換基によってさらに置換
されていてもよい。置換基として好ましいものは、アルキル基及びアリール基であり、さ
らに好ましくはアリール基である。
【０１１７】
　前記したように、Ｌ1は、Ｘ1、Ｘ2と共に２座の配位子を形成する原子群を表す。また
、Ｘ1及びＸ2は、炭素原子、窒素原子又は酸素原子を表す。Ｘ1－Ｌ1－Ｘ2で表される２
座の配位子の具体例としては、例えば、置換又は無置換のフェニルピリジン、フェニルピ
ラゾール、フェニルイミダゾール、フェニルトリアゾール、フェニルテトラゾール、ピラ
ザボル、ピコリン酸及びアセチルアセトン等が挙げられる。これらの基は、上記の置換基
によってさらに置換されていてもよい。
【０１１８】
　前記したように、ｍ１は、１、２又は３の整数を表し、ｍ２は、０、１又は２の整数を
表すが、ｍ１＋ｍ２は２又は３である。中でも、ｍ２は、０である場合が好ましい。Ｍ1
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で表される金属としては、元素周期表の８～１０族の遷移金属元素（単に遷移金属ともい
う）が用いられるが、中でもイリジウム、白金が好ましく、さらに好ましくはイリジウム
である。
【０１１９】
　以下に、本発明で好ましく用いられるリン光発光性化合物の具体的な化合物（Ｄ－１～
Ｄ－１３３）を例示するが、本発明はこれらに限定されるものではない。
【０１２０】
【化１７】

【０１２１】
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【化１８】

【０１２２】
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【化１９】

【０１２３】
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【化２０】

【０１２４】
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【化２１】

【０１２５】
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【化２２】

【０１２６】
【化２３】
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【０１２７】
【化２４】

【０１２８】
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【化２５】

【０１２９】
【化２６】

【０１３０】
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【化２７】

【０１３１】



(44) JP 2015-149230 A 2015.8.20

10

20

30

40

【化２８】

【０１３２】
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【化２９】

【０１３３】
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【化３０】

【０１３４】
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【０１３５】
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【化３２】

【０１３６】
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【化３３】

【０１３７】
（本実施形態に係る有機ＥＬパネルの作用・効果）
　以上に説明した本実施形態に係る有機ＥＬパネル１００には、発光層３３を含む有機Ｅ
Ｌ素子本体部１０の光取り出し面１０ａ側に光取り出しシート９を設け、有機ＥＬ素子本
体部１０と光取り出しシート９の間隙に透明媒体７を充填する。本発明においては、この
透明媒体７に量子ドット発光材料８を含めている。
【０１３８】
　そのため、有機ＥＬ素子本体部１０の発光層３３で発光し、光取り出し面１０ａから外
部に放射された光を当該量子ドット発光材料８によって任意の波長に変換（波長変換）す
ることができる。なお、量子ドット発光材料８による光の波長変換は、当該量子ドット発
光材料８の平均粒子径を制御することにより容易且つ確実に行うことができ、色再現性が
良い。従って、有機ＥＬパネル１００を、例えば、白色光源として容易且つ好適に用いる
ことが可能となる。
【０１３９】
　また、本実施形態に係る有機ＥＬパネル１００は、透明媒体７に量子ドット発光材料８
を含めているので、従来のように、発光層３３に量子ドット発光材料８を含める場合と比
較して製造が容易であり、コストダウンを図ることができる。つまり、従来は、例えば、
３色の発光材料を使用していたために材料コストが増大し、また、装置のハイスペック化
やタクトタイムの増加が必要になるためにコストが増大していた。しかしながら、本実施
形態に係る有機ＥＬパネル１００によればこれらを解消することができ、コストダウンを
図ることができる。
【０１４０】
　さらに、本実施形態に係る有機ＥＬパネル１００は、光取り出し面１０ａに光取り出し
シート９を設けているので、発光効率に優れたものとすることができる。
【０１４１】
（有機ＥＬパネルの他の実施形態）
　以上、図１を参照して本実施形態に係る有機ＥＬパネル１００について説明した。既に
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説明しているように、この有機ＥＬパネル１００は、素子基板１側を光取り出し面１０ａ
としたものであり、図１に示すように、素子基板１上に透明媒体７を介して光取り出しシ
ート９が設けられているが、本発明の態様はこれに限定されるものではない。
【０１４２】
　例えば、図２に示すような構成とすることができる。図２に示す他の実施形態に係る有
機ＥＬパネル１００Ａは、陰極４側の封止部材６上に、透明媒体７を介して光取り出しシ
ート９を設けている。つまり、当該他の実施形態に係る有機ＥＬパネル１００Ａは、陰極
４側を光取り出し面１０ａとし、ここから光を放射する。そのため、他の実施形態におい
て光取り出し側となる陰極４、封止接着剤５、封止部材６などは透明とするのが好ましい
。なお、有機ＥＬパネル１００Ａにおけるその他の構成要素は、前記した一実施形態に係
る有機ＥＬパネル１００の構成要素と同様である。従って、一実施形態に係る有機ＥＬパ
ネル１００（図１）と他の実施形態に係る有機ＥＬパネル１００Ａ（図２）において同様
の構成要素となるものについては同じ符号を付すこととし、詳細な説明は省略する。この
ような構成の他の実施形態に係る有機ＥＬパネル１００Ａも有機ＥＬパネル１００と全く
同様に、色再現性と発光効率に優れたものとすることができる。
【実施例】
【０１４３】
　以下、実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。なお、実施例において「部」又は「％」の表示を用いることもあるが、特に断
りがない限り「質量部」又は「質量％」を表す。
【０１４４】
　（実施例１）
　（１）有機ＥＬ素子本体部の作製
　（１．１）ガスバリア性と可撓性を有する素子基板の作製
　可撓性を有する素子基板として、ポリエチレンナフタレートフィルム（帝人デュポン社
製フィルム、以下、ＰＥＮと略記する）を用いた。このフィルムの陽極を形成する側の全
面に、特開２００４－６８１４３号公報に記載の構成からなる大気圧プラズマ放電処理装
置を用いてＳｉＯｘからなる無機物のガスバリア膜を、厚さ５００ｎｍとなるように形成
した。これにより、酸素透過度０．００１ｍｌ／ｍ2・ｄａｙ・ａｔｍ以下、水蒸気透過
度０．００１ｇ／ｍ2・ｄａｙ・ａｔｍ以下のガスバリア性と可撓性を有する素子基板を
作製した。
【０１４５】
　（１．２）第１電極層の形成
　作製したガスバリア性と可撓性を有する素子基板上に、厚さ１２０ｎｍのＩＴＯ（イン
ジウムチンオキシド）をスパッタ法により成膜し、フォトリソグラフィー法によりパター
ニングを行い、陽極を形成した。なお、パターンは、発光面積が５０ｍｍ平方になるよう
なパターンとした。
【０１４６】
　（１．３）正孔注入層の形成
　この陽極（ＩＴＯ透明電極）を形成した素子基板をイソプロピルアルコールで超音波洗
浄し、乾燥窒素ガスで乾燥し、ＵＶオゾン洗浄を５分間行った。その後、素子基板上に、
ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）－ポリスチレンスルホネート（ＰＥＤＯＴ
／ＰＳＳ、Ｂａｙｅｒ製、Ｂａｙｔｒоｎ　Ｐ　Ａｌ　４０８３）を純水で７０％に希釈
した溶液を用い、３０００ｒｐｍ、３０秒でスピンコート法により成膜し、１３０℃にて
１時間乾燥して膜厚３０ｎｍの正孔注入層を設けた。
【０１４７】
　（１．４）正孔輸送層の形成
　正孔注入層を設けた素子基板を市販の真空蒸着装置の基板ホルダーに固定し、一方のモ
リブデン製抵抗加熱ボートに、正孔輸送材料－（１）を２００ｍｇ入れ、別のモリブデン
製抵抗加熱ボートにホスト化合物としてａ－２４を２００ｍｇ入れ、別のモリブデン製抵
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抗加熱ボートに下記化合物Ａを２００ｍｇ入れ、別のモリブデン製抵抗加熱ボートにＤ－
６６を２０ｍｇ入れ、別のモリブデン製抵抗加熱ボートにＤ－８０を２０ｍｇ入れ、別の
モリブデン製抵抗加熱ボートにＤ－６７を２０ｍｇ入れ、真空蒸着装置に取り付けた。
【０１４８】
　次いで、真空層を４×１０-4Ｐａまで減圧した後、正孔輸送材料－(１)の入った前記加
熱ボートに通電して加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／秒で素子基板に蒸着して膜厚４０ｎｍ
の正孔輸送層を設けた。
【０１４９】
　（１．５）発光層の形成
　ａ－２４、Ｄ－６６の入った前記加熱ボートに通電して加熱し、下記構成になるように
前記正孔輸送層上に共蒸着して、膜厚４０ｎｍの発光層を設けた。なお、蒸着時の基板温
度は室温であった。
【０１５０】
〈発光層組成物〉
例示化合物ａ－２４（ホスト化合物）　　　　　　　　　１３．９５０質量部
例示化合物Ｄ－６６（青色リン光発光性化合物）　　　　　２．４５０質量部
【０１５１】
　（１．６）電子輸送層の形成
　その上に、さらに、化合物Ａの入った前記加熱ボートに通電して加熱し、蒸着速度０．
１ｎｍ／秒で前記発光層の上に蒸着してさらに膜厚４０ｎｍの電子輸送層を設けた。なお
、蒸着時の基板温度は室温であった。
【０１５２】
【化３４】

【０１５３】
（１．７）電子注入層、陰極の形成
　引き続き、フッ化リチウム０．５ｎｍ及びアルミニウム１１０ｎｍを蒸着して陰極を形
成した。
【０１５４】
　（１．８）封止及び有機ＥＬ素子本体部の作製
　引き続き、市販のロールラミネート装置を用いて封止部材を接着し、有機ＥＬ素子本体
部を製作した。
【０１５５】
　なお、封止部材として、厚み３０μｍのアルミニウム箔（東洋アルミニウム株式会社製
）に、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム（１２μｍ厚）をドライラミネー
ション用の接着剤（２液反応型のウレタン系接着剤）を用いてラミネートしたものを用い
た（接着剤層の厚み１．５μｍ）。
【０１５６】
　封止するにあたり、封止接着剤として熱硬化性接着剤を用い、これを封止部材のアルミ
ニウム面にディスペンサを使用して所定の接着面（つや面）に沿って厚み２０μｍで均一
に塗布した。これを１００Ｐａ以下の真空下で１２時間乾燥させた。さらに、露点温度が
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－８０℃以下、酸素濃度０．８ｐｐｍの窒素雰囲気下へ移動し、１２時間以上乾燥させ、
封止接着剤の含水率を１００ｐｐｍ以下となるように調整した。
　熱硬化接着剤は、下記の（Ａ）～（Ｃ）を混合したエポキシ系接着剤を用いた。
【０１５７】
　（Ａ）ビスフェノールＡジグリシジルエーテル（ＤＧＥＢＡ）
　（Ｂ）ジシアンジアミド（ＤＩＣＹ）
　（Ｃ）エポキシアダクト系硬化促進剤
【０１５８】
　以上のようにして、図１に記載の形態になるよう、封止基板を、取り出し電極及び電極
リードの接合部を覆うようにして密着・配置して、圧着ロールを用いて厚着条件、圧着ロ
ール温度１２０℃、圧力０．５ＭＰａ、装置速度０．３ｍ／ｍｉｎで密着封止した。
【０１５９】
（光取り出しシートの作製）
　アクリルポリオール（アクリディック４９－３９４ＩＭ、固形分６０％、ＤＩＣ株式会
社製）：３２重量部、シリカ樹脂粒子（平均粒径２７．２μｍ）：１８０重量部、シリコ
ーン樹脂粒子（平均粒径３０．０μｍ）：４０質量部、酢酸ブチル：２１５質量部の組成
で調整された溶液を、厚さ１００μｍのＰＥＴフィルムに塗布することによって、光取り
出しシートを得た。
【０１６０】
(粘着剤塗布液（透明媒体）の作製)
　２－エチルヘキシルアクリレート５ｇ、フェノキシエチルアクリレート５ｇ、アクリル
酸１ｇ、及び２，２′－アゾビス（イソブチロニトリル）（ＡＩＢＮ）０．２ｇに、イソ
シアネート系硬化剤０．１５ｇ及び上記の酸化ジルコニウム透明分散液４０．０ｇを混合
攪拌し、酸化ジルコニウム粒子を含む粘着剤塗布液を作製した。
【０１６１】
(量子ドットの作製)
　アルゴン気流下で、トリ－ｎ－オクチルホスフィンオキシド（ＴＯＰＯ）（関東化学社
製）７．５ｇに、ステアリン酸（関東化学社製）２．９ｇ、ｎ－テトラデシルホスホン酸
（ＡＶＯＣＡＤＯ社製）６２０ｍｇ、及び、酸化カドミウム（和光純薬工業社製）２５０
ｍｇを加え、３７０℃に加熱混合した。これを２７０℃まで自然冷却させた後、予めトリ
ブチルホスフィン（関東化学社製）２．５ｍｌに、セレン（ＳＴＲＥＭＣＨＥＭＩＣＡＬ
社製）２００ｍｇを溶解させた溶液を加え、減圧乾燥し、ＴＯＰＯで被覆されたＣｄＳｅ
微粒子を得た。
【０１６２】
　次いで、得られたＣｄＳｅ微粒子に、ＴＯＰＯ１５ｇを加えて加熱し、引き続き２７０
℃でトリオクチルホスフィン（シグマアルドリッチ社製）１０ｍｌにジエチルジチオカル
バミン酸亜鉛（東京化成社製）１．１ｇを溶解した溶液を加えた。これにより、表面にＴ
ＯＰＯが固定された、ＣｄＳｅのナノ結晶（平均粒子径５．４ｎｍ）をコアとし、ＺｎＳ
をシェルとする量子ドット発光材料（平均粒子径：３２．４ｎｍ）を作製した。
【０１６３】
　さらに、酸化カドミウムとセレンの量を調整し、同様の手法でＣｄＳｅのナノ結晶（平
均粒子径３ｎｍ）をコアとし、ＺｎＳをシェルとする量子ドット発光材料（平均粒子径：
１８ｎｍ）を作製した。
【０１６４】
　なお、量子ドット発光材料の平均粒子径は、動的光散乱法による粒径測定装置（Ｍａｌ
ｖｅｒｎ社製、「ＺＥＴＡＳＩＺＥＲ Ｎａｎｏ Ｓｅｒｉｅｓ Ｎａｎｏ－ＺＳ」）を用
いて測定した。
【０１６５】
(光取り出しシートの貼り合せ)
　得られた２種類の量子ドット発光材料を粘着剤塗布液に混合攪拌し、この粘着剤塗布液
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をアプリケーターにて光取り出しシートの裏面に塗布し、１３０℃で３分間乾燥させて、
厚さ２５μｍの透明媒体層を形成した。乾燥後の粘着剤塗布液の質量は３８．５ｇ／ｍ2

であった。その後、光取り出しシートの粘着剤塗布面と、作製した有機ＥＬ素子本体部の
素子基板と、が接触するようにしてこれらを貼り合せた。そして、光取り出しシートを貼
り合せた有機ＥＬ素子本体部を１×１０-2Ｐａの減圧環境下、真空ラミネータを用いて、
押圧力０．１ＭＰａにて１００℃、６０秒間圧着し、有機ＥＬパネルＡを作製した。
【０１６６】
（実施例２）
　実施例１の量子ドット発光材料の作製において、ＣｄＳｅのナノ結晶（平均粒径５．４
ｎｍ）をコアとし、ＺｎＳをシェルとする量子ドット（平均粒子径：３２．４ｎｍ）のみ
作製した。乾燥後の粘着剤塗布液の質量は３７．６ｇ／ｍ2だった。それ以外は実施例１
と同様にして有機ＥＬパネルＢを作製した。
【０１６７】
（比較例１）
　実施例１の発光層を形成する際に用いた加熱ボートの内容を下記ａ－２４、Ｄ－６６、
Ｄ－８０、Ｄ－６７とし、当該加熱ボートに通電して加熱し、下記構成になるように前記
正孔輸送層上に共蒸着して膜厚４０ｎｍの発光層を設けた。そして、透明媒体層に量子ド
ット発光材料を含有させることなく、光取り出しシートを貼り合せた。乾燥後の粘着剤塗
布液の質量は３５．０ｇ／ｍ2だった。それ以外は実施例１と同様にして有機ＥＬパネル
Ｃを作製した。
【０１６８】
〈発光層組成物〉
例示化合物ａ－２４（ホスト化合物）　　　　　　　　　１３．９５０質量部
例示化合物Ｄ－６６（青色リン光発光性化合物）　　　　　２．４５０質量部
例示化合物Ｄ－８０（緑色リン光発光性化合物）　　　　　０．０２５質量部
例示化合物Ｄ－６７（赤色リン光発光性化合物）　　　　　０．０２５質量部
【０１６９】
（比較例２）
　比較例１において、光取り出しシートの貼り合せは行わず、有機ＥＬパネルＤを作製し
た。
【０１７０】
《有機ＥＬパネルの評価》
（１）発光効率の測定
　作製した有機ＥＬパネルＡ～Ｄを、室温（約２３℃）にて２．５ｍＡ／ｃｍ2の定電流
条件下で発光させた。そして、発光開始直後の発光輝度Ｌを、分光放射輝度計ＣＳ－２０
００（コニカミノルタオプティクス社製）を用いて測定した。
　そして、比較例である有機ＥＬパネルＣの発光輝度を１．０とした相対発光輝度を求め
、これを発光効率（外部取り出し量子効率）の尺度とした。相対値が大きいほど、発光効
率に優れていることを表す。
【０１７１】
（２）色再現性の評価
　上記有機ＥＬパネルＡ～Ｄを同じ手順で５パネルずつ作製し、色度（ＣＩＥ表色系ｘ、
ｙ）を、分光放射輝度計ＣＳ－２０００（コニカミノルタオプティクス社製）により測定
し、５パネルのｘ、ｙの標準偏差値を比較した。評価指標を次のように設けた。
◎：０．００５未満
○：０．００５以上０．０１未満
△：０．０１以上０．０５未満
×：０．０５以上
　色再現性の評価においては、◎、○、△を色度変動が少なく、色再現性が良いと判断し
、これらを合格とした。一方、×を色度変動が多く、色再現性が悪いと判断し、これを不
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【０１７２】
　有機ＥＬパネルに用いた発光性化合物の種類数、透明媒体の有無、量子ドット発光材料
の種類数、光取り出しシートの有無、発光効率の相対発光輝度、色再現性の評価を表１に
示す。
【０１７３】
【表１】

【０１７４】
　表１に示すように、実施例１、２に係る有機ＥＬパネルＡ、Ｂは、光取り出しシートを
有していたので、比較例２の有機ＥＬパネルＤに比べ、発光効率が高いことが確認された
。また、有機ＥＬパネルの作製バッチ間において色度変動が少なく、色再現性に優れてい
ることが確認された。さらに、使用する燐光材料も減らすことができ、パネルコストを抑
えることができた。中でも、実施例１の有機ＥＬパネルＡは、量子ドット発光材料を２種
類用いていたので、色再現性に特に優れていた。
【０１７５】
　これに対し、比較例１、２に係る有機ＥＬパネルＣは、透明媒体に量子ドット発光材料
を有していなかったので、色再現性が劣っていた。また、これらは使用する燐光材料が多
く、パネルコストを抑えることができなかった。さらに、比較例２に係る有機ＥＬパネル
Ｄは、光取り出しシートを有していなかったので、実施例１、２と比べて発光効率が低か
った。
【符号の説明】
【０１７６】
　１００　有機エレクトロルミネッセンスパネル（有機ＥＬパネル）
　１０　　有機エレクトロルミネッセンス素子本体部（有機ＥＬ素子本体部）
　１　　　素子基板
　２　　　陽極
　３　　　有機化合物層
　３３　　発光層
　４　　　陰極
　７　　　透明媒体
　８　　　量子ドット発光材料
　９　　　光取り出しシート
　１０ａ　光取り出し面
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